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厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R4年度 総括研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

研究代表者 岡田 浩一 埼玉医科大学 教授 

研究要旨 

1 普及啓発 

各都道府県で研究分担者（日本腎臓病協会ブロック長）と日本腎臓病協会の各都道府県幹事を中心に、

行政と連携した CKD普及啓発活動を展開した。またこれまでの取り組みを visual abstract として、

新たに立ち上げた研究班ホームページのＣＫＤ対策支援データベースに掲載した。さらにこれまでに

作成された啓発用資材の活用を促進するため、新たに立ち上げた研究班ホームページにダウンロード

可能な形で公開した。 

2 診療連携体制構築 
各都道府県で研究分担者（日本腎臓病協会ブロック長）と日本腎臓病協会の各都道府県幹事を中心

に、行政と都道府県医師会、腎臓専門医・専門医療機関、かかりつけ医（市区町村医師会）とが連

携するＣＫＤ診療連携体制の構築が試みられた。またこれまでの取り組みを、連携パスや独自の紹

介基準などとともに visual abstract として、新たに立ち上げた研究班ホームページのＣＫＤ対策

支援データベースに掲載した。その際、好事例である旭川市、千葉県、岡山県美作市、熊本市を定

点観測地域としてより詳細な情報を公開し、横展開を目指した。 

3 診療水準向上 
各都道府県でガイドラインで推奨されている標準診療を、診療連携体制構築の一環として普及促進

した。定点観測地域でかかりつけ医における標準治療の実施率の推移をモニタリングし、研究班ホ

ームページに公開した。 

4 人材育成 
各都道府県で腎臓病療養指導士を育成し、CKD 診療に長けた医療従事者数の増加を図った。各都道府

県における腎臓専門医および腎臓病療養指導士数の年次推移を研究班ホームページのＣＫＤ対策支

援データベースに掲載した。 

5 研究開発 
CKD 患者数の概算値について、見直しに着手した。また研究班ホームページに CKD 対策の立案に資す

る CKD対策支援データベースを構築し、各エリアの a)普及・啓発の取り組み(visual abstract)、b)

診療連携体制構築の取り組み(visual abstract)、c)腎臓専門医と腎臓病療養指導士数の推移、d)新

規透析導入患者数（人口当たり・年齢調整）の性別・世代別年次推移のデータを収納した。さらに CKD

診療ガイドライン 2018 に取り上げられた推奨の内、J-CKD-DBによって遵守状態および CKD進展につ

いて解析が行える８つの標準治療について、遵守率と CKD進展アウトカムに関する検討に着手した。 

研究分担者 

柏原直樹 川崎医科大学 教授 

伊藤孝史 島根大学附属病院 准教授

中川直樹 旭川医科大学 准教授

西尾妙織 北海道大学病院 講師

旭 浩一 岩手医科大学 教授

山縣邦弘 筑波大学 教授

南学正臣 東京大学 教授

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教

今澤俊之 独立行政法人国立病院機構

（千葉東病院臨床研究部）腎センター長

要 伸也 杏林大学 教授

成田一衛 新潟大学 教授

若杉三奈子 新潟大学 特任准教授

丸山彰一 名古屋大学 教授

猪阪善隆 大阪大学 教授

和田 淳 岡山大学 教授

内田治仁 岡山大学 教授

寺田典生 高知大学 教授

向山政志 熊本大学 教授
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桒原孝成 熊本大学 准教授 
深水 圭 久留米大学 教授 

 

 
Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研

究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、

そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本

全国 47都道府県を網羅するネットワークと連携

し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD対

策の社会実装を推進する。具体的には各都道府

県における CKD対策を経年的にプロセス・アウ

トカム評価し、改善点を検討して PDCAサイクル

を回し、また CKD診療連携体制の好事例（定点

観測地域など）を積極的に横展開することで、

全国レベルでの CKD対策を推進することを目的

とする。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

 

 

Ｂ．研究方法 

1 普及啓発  

１）CKD 普及啓発活動の推進 

各都道府県責任者を中心に、行政と連携した

CKD 普及啓発活動を実施し、年度末ごとに実施状

況をモニタリングする。 

２）普及啓発資材の活用と新たな展開 

これまでに作成された資材の活用を促進する。 

 

2 診療連携体制構築  

１）診療連携体制の構築 

 県代表を中心に、かかりつけ医（医師会）、腎

臓専門医・専門医療機関、行政とした連携体制の

構築を推進する。 

２）紹介基準の普及 

 「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医

療機関への紹介基準」もしくは地域の実情に応じ

て修正した紹介基準を、診療連携体制構築の一環

として普及させる。 

 
3 診療水準向上 

病診連携体制を通して、ガイドラインに沿った

標準医療の提供を図る。 

 

4 人材育成    

CKD診療に長けた看護師/保健師、管理栄養士、

薬剤師等の人材を育成し、彼らの腎臓病療養指導

士の取得を促進し、CKD診療連携体制への参画を推

進する。特に専門医不在のエリアにおける腎臓病

療養指導士の充足を目指す。また適切な腎代替療

法選択の促進のために、腎代替療法専門指導士制

度と連携し腎臓病療養指導士のSDMへの関わりを

深める。 

 
5 研究開発 
1) CKD対策支援データベース構築：CKD対策支援

のために、日本透析医学会が公表している統

計調査データならびに政府統計を用いて、①

都道府県別に男女別・年齢階級別・透析導入

率の年次推移を明らかにし、②都道府県別・

透析導入率に影響する要因についても解析を

行った。さらに、③原疾患別に透析導入率の

経年変化を明らかにし、④透析導入率に対す

る出生年の影響についても解析を行った。 

 

2) CKD 患者数推定：わが国の CKD 有病者数を調

査する方法として、特定健診データ、各地の

コホート研究、NDBデータなど、どのデータを

用いるのが適切か検討した。CKD有病割合の推

定について、集団の特性によって推定値が影

響を受けるため、就労世代の健保データ、高

齢世代を中心とした自治体国保データの両者

の分析を行う。また、健診受診者、医療機関受

診者の結果を一般集団に外挿する際にはサン

プリングバイアスの影響を考慮する必要があ

るため健診受診（医療機関受診）確率を推定

し、受診確率によって重みづけした CKD 有病

割合推定を行う。 

 

3) CKD患者数に影響を与える因子の解明 

わが国の CKD 患者数は、高齢化や糖尿病など

生活習慣病の影響で増加していることが予想

される。しかしながら、それらの要因の影響

は地域によって差があることが予想される。

わが国の CKD対策の均霑化のためにも、CKD患

者数に影響を与える因子を解明することは重

要である。そこで、大阪府内での生活習慣病

罹患率と CKD 罹患率の関連を検討することと

した。また、上記の CKD 患者数の実態調査に

おいて、CKD患者数に影響を与える因子を解明

する方法についても検討した。個人レベルで

の CKD リスク因子に関する検討も行う。健診

で取得される古典的なリスク因子に加えて社

会経済因子等の検討も行う。 

 

４）AMED 研究班と連携し、J-CKD-DBを用いて、相

加・相乗作用のある標準治療の組み合わせを創出

する。 
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（倫理面への配慮） 

人材育成：腎臓病療養指導士名を公開するにあた

り、個人情報の管理に十分な配慮を行った。 

研究開発：本解析は、個人情報を含まない公表さ

れている集計数字を用いた解析であり、人を対象

とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針

（文部科学省・厚生労働省・経済産業省、令和 3

年 3月 23日、令和 4年 3月 10日一部改正、令和

5年 3月 27日一部改正）の適用外である。 

 

 

Ｃ．研究結果 

[北北海道ブロック] 

① 普及・啓発 

慢性腎臓病（CKD）認知度調査 

実施期間：2019 年 4月－9月 

対象：国保特定健診受診者 

北海道 179市町村中 58市町、15,012 名より回答

が得られた。 

 

 
「CKD」と「慢性腎臓病」では認知度が明らか

に異なっていることが判明した。 

 

 

 
慢性腎臓病（CKD）という言葉を知る機会に関

する質問に対して、複数回答可で回答をまと

めたところ、「テレビ」が 32.3％と一番多く、

「新聞」が 15.3％とそれに続いた。 

 

 
慢性腎臓病（CKD）の診断に関する理解度に関

しては、複数回答可で回答をまとめたところ、

「タンパク尿」が 39.2％、「血尿」が 21.7％、

「GFR」が 14.7％であった．一方で、「血糖値」

や「血圧」、「腹囲」を選択した方がそれぞれ

23.8％、13.2％、 2.3％であった。 

 

 
年代別の検討では、慢性腎臓病・CKDともに高

齢になるほど認知度が高くなる傾向にあった。

慢性腎臓病・CKDを知る機会でも、高齢になる

ほど、テレビ・新聞が多くなる傾向にあった。 

 

 
 一方、慢性腎臓病・CKDの診断に関する理解

度に関しては、高齢になるほど正解率。不正

解率ともに低くなる傾向がみられた。 

 

[南北海道ブロック] 

① 普及・啓発 

各エリアにより医師のみならず、薬剤師・保健師・

栄養士など多職種に向けての講演会や勉強会を

行った。7月には北北海道のエリア代表、医師会、

多職種合同の大規模な意見交換と講演会を行っ

た。市民公開講座も開催した。今年度は一部オン

ラインのみでなく、ハイブリッド形式で行い、以

前よりは対面で普及啓発を行える機会が増えた。 
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② 診療連携体制の構築 

各エリアにおいて CKD 連携体制を構築した。特に

釧路エリアでは、くしろ CKD ネットワークが他の

エリアに先駆けて運用されており、腎臓内科医が

エリアに 2名しかいない状況で、いかに専門医と

かかりつけ医が連携して、必要な患者が腎臓専門

医の医療が受けられる体制を整えた。札幌市では、

かかりつけ医が多く、ネットワークの構築が難し

い状況であったが、医師会と連携を強化し、北部

CKD ネットをはじめ、西区など、札幌のエリアご

との連携も進んだ。くしろ CKDネットワークをは

じめ、既に多くの地域で CKD シールが運用されて

いる。札幌市では、様々な意見があり、これまで

CKD シールが運用できていなかった。今年度、薬

剤師会、医師会などとの議論を重ね、準備を行い、

3月に配布し、運用を開始することができた。 

 

③ 診療水準の向上 

腎臓学会からは CKDに関する様々なガイドライン

が発刊されている。ガイドラインの内容を普及す

ることで、診療水準が向上していると考える。1年

に 1度、かかりつけ医に対して CKD診療に関する

アンケートを行っているが、CKD 診療に尿蛋白や

eGFR を用いると答えている医師の割合が少しず

つ増加してきており、普及活動がいい結果に結び

ついている斗考えられる。また、オンラインで CKD

診療についての勉強会を行い、また、その動画を

ホームページにあげ、いつでも繰り返し閲覧でき

るようにした。また、高齢化社会となってきてお

り、訪問診療のニーズが高まっている。訪問診療

医に CKDの啓発、さらには腹膜透析の管理につい

て勉強会を行い、今後、訪問診療で CKD診療がで

きる基礎を作りつつある。 

 

[東北ブロック] 

① 普及・啓発 

2022 年度に東北ブロックの各県で展開された活

動を各県ごとに示す。 

 

青森県（代表：中村典雄、地区幹事：貝塚満明） 

• 講演会の実施：八戸の腎疾患診療連携を考える

会（2023年 3月 9日、八戸市：2020年から継続、

世界腎臓デーに合わせ弘前大学腎臓内科、岩手

医科大学腎・高血圧内科のコラボレーションで

実施、【対象】かかりつけ医、【内容】講演＋パネ

ルディスカッション） 

 

岩手県（代表：相馬淳、地区幹事：田中文隆） 

• マスメディアの活用：エフエム岩手医療情報

番組「岩手医科大学〜いのちから〜」（毎週日

曜日 9：30〜9：55）（2022年 5月 22日、29日、

全県放送、【対象】一般市民、患者、【内容】ネ

フローゼ症候群について） 

• 疾患啓発チラシの配布：岩手県作成（2022 年

度から、行政（県）、健診機関、専門医療機関

の連携を目的に、県内全域（市町村）の特定健

診や健診・検診機関で配布を開始、【対象】健

診受診者、【内容】疾患啓発、受診勧奨基準な

ど） 

 

宮城県（代表：宮崎真理子、地区幹事：杉浦章） 

• 啓発キャンペーンの継続：脱メタボ！宮城健

康 3.15.0(サイコー)宣言（「減塩あと 3g」「歩

こうあと 15 分」「めざせ受動喫煙・むし歯 0」

の達成に向けて、県民一丸となった健康づく

りを推し進める宮城県の取り組みを継続 

• 公開講座の実施：大崎・栗原医療圏での対面イ

ベントでの啓発講話（2022年 8月 29日岩出山

地区健康教室、11 月 5 日糖尿病重症化予防健

康教育（健診受診勧奨者対象）、12月 1日食生

活改善推進委員向け医師講話、【対象】一般市

民、【内容】演題『あなたの腎臓大丈夫？』と

いう内容で CKD の講話に加え血圧測定、尿タ

ンパク測定実施） 

 

秋田県（代表：小松田敦、地区幹事：大谷浩） 

• 疾患啓蒙チラシの配布：秋田県作成（【内容】

秋田県糖尿病重症化予防プログラム改訂の周

知） 

 

山形県（代表：今田恒雄、地区幹事：出川紀行） 

• 公開講座の実施：上山市、寒河江市 

• 懸垂幕・バナーの設置：北村山公立病院、山形

大学医学部附属病院 

 

福島県（代表：風間順一郎） 

• 啓発動画によるプロモーション：福島医大腎

臓高血圧内科学／先端地域生活習慣病治療学

講座作成（配信媒体：YouTubeチャンネル、福

島医大腎臓高血圧内科学／先端地域生活習慣

病治療学講座 HP、東邦銀行各営業所待合室、

南相馬チャンネル（ケーブルテレビ）で公開

【対象】一般市民、【内容】疾患啓発） 

 

② 診療連携体制の構築 

2022 年度に東北ブロックの各県で展開された主

な活動を各県ごとに示す。 
 

青森県（代表：中村典雄、地区幹事：貝塚満明） 

• 糖尿病性腎症重症化予防プログラムの推進（青

森県、県医師会、弘前大学腎臓内科）： 

青森県糖尿病対策推進会議（県医師会）、青森県

糖尿病対策協議会（青森県）、弘前大学腎臓内科

が連携した。 

• 病診連携体制の構築（弘前大学腎臓内科）： 
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• 別紙３ 
基幹病院に外来拠点（県内 8か所（うち非常勤 3

か所）、県外 1か所（非常勤））を設け、地域かか

りつけ医と連携、入院患者を大学病院に集約す

るネットワークを構築し、県境をまたぐ広域的

な病診連携（弘前地域と秋田県大館北秋田地域、

八戸地域と岩手県二戸・久慈地域）を行なった。

また、LINE を活用した症例コンサルテーション

を開始した（弘前大学腎臓内科）。 

 

岩手県（代表：相馬淳、地区幹事：田中文隆） 

• 医療機関リストの作成（岩手県）： 

岩手県糖尿病性腎症重症化予防対策推進検討会

（会長：石垣泰 岩手医大 糖尿病代謝内分泌内

科教授）でリストが作成済みの糖尿病性腎症重

症化予防対策協力医療機関（県内 12 郡市医師会

約 250 医療機関）が使用することを想定し、岩

手県慢性腎臓病対策連絡協議会（会長：旭浩一 

岩手医大腎・高血圧内科教授）が腎臓専門医療機

関（非常勤対応含む）のリストを作成した。（2023

年度に公開予定） 

• 糖尿病性腎症重症化予防推進研修会の実施（岩

手県）： 

行政、かかりつけ医療機関・郡市医師会、専門医・

地域基幹医療機関との連携体制の構築を目的に

県の「糖尿病性腎症疾病管理強化対策業務」とし

て、県医師会に業務委託。 医師等に対する岩手

医大 糖尿病代謝内分泌内科と腎・高血圧内科が

協力して標記研修会を実施。糖尿病の初期治療、

CKD の管理、地域保健医療連携をテーマとした

講演会を県内全郡市医師会で合計 13回開催した。 

• 保健師・管理栄養士・かかりつけ医による事例検

討会（花巻市、花巻市医師会）： 

専門医の少ない地域での専門職とかかりつけ医

の連携顔の見える関係の構築、職種間の円滑な

意思疎通、療養指導・データ解釈のスキルアップ

を目的に 2022年 11月「保健師・管理栄養士・か

かりつけ医による事例検討会」を実施した。（概

要：参加者、保健師４名、管理栄養士２名、かか

りつけ医 13名、腎臓専門医１名。55 歳男（糖尿

病性腎臓病）の健診経年データ、KDB 情報等を使

用。事例提示(保健師)ののち、グループワーク

（内容：リスク（病態） の評価、リスクコント

ロールのレビュー、保健指導の進め方等につい

て議論と発表、専門医による解説・ミニレクチャ

ー） 

• 盛岡ＣＫＤ病診連携診療情報提供書の運用（盛

岡市医師会糖尿病対策委員会、岩手県立中央病

院、岩手医大）： 

日本腎臓学会ガイドライン「かかりつけ医から

専門医への紹介基準」に準拠した盛岡ＣＫＤ病

診連携診療情報提供書（2021 年運用開始）の運

用を継続し、運用実績報告を含めた講演会を実

施した（第 2 回盛岡 CKD 連携講演会、2023 年 3

月 14日）。 

 

宮城県（代表：宮崎真理子、地区幹事：杉浦章） 

• 病診連携のための講演会（仙台医療圏、仙南医療

圏、大崎・栗原医療圏）： 

仙台・仙南 

2022年 4月：仙台市若林区・太白区での CKD 連

携モデル事業をスタート、6月：仙台市青葉区 CKD

病診連携 WEBセミナー、7月：仙台南 CKD病診連

携講演会、8月仙南 CKD 連携懇話会を実施した。

今後力を入れたいかかりつけ医との連携におけ

る取り組みとして、 

仙台市の CKD 病診連携モデル事業の検証と発展、

腎臓専門医のいない地域のかかりつけ医との連

携、腎炎の早期発見の重要性の啓発、糖尿病医と

協働した宮城県糖尿病性腎症重症化予防プログ

ラムの推進、医療機関と連携した保存的腎臓病

治療などが挙げられた。 

大崎・栗原 

2022年 2月：大崎地区学術講演会「CKD の地域

医療連携の構築」、5月：心腎連関フォーラム「CKD 

連携を考える」 、6月：県北 CKD 医療連携セミ

ナー 、Kidney disease forum in Osaki、8月：

CKD治療 update 、10月：大崎地区チーム医療

セミナー（薬剤師向け）、 

11月：大崎エリア CKD 連携講演会、 12月：大

崎地区学術講演会「これからの CKD 連携を考え

る」を実施した。 

 

秋田県（代表：小松田敦、地区幹事：大谷浩） 

• 腎疾患対策（糖尿病性腎症重症化予防事業）相談

会（秋田県南（湯沢・雄勝）地区、行政（湯沢市、

羽後町、湯沢市、羽後町、東成瀬村）、湯沢市雄

勝郡医師会）： 

• 病診連携体制の構築（秋田県南（湯沢・雄勝）地

区、かかりつけ医、雄勝中央病院）： 

秋田県南地区の病院・クリニックに連携に特化

した診療情報提供書を作成し、雄勝中央病院・腎

センターを中核とした積極的な連携を推進し、

同センターの患者数が増加した。 

 

山形県（代表：今田恒夫、地区幹事：出川紀行） 

• CKD シール貼付事業（医歯薬連携：山形県薬剤師

会、山形県医師会、山形県歯科医師会、山形県病

院薬剤師会）： 

CKDに加え糖尿病シール・血液さらさらシールも

一緒に貼付し、複数疾患も一目でわかるように

改善し、不適切な処方の変更につながった。 

• 保健医療連携の取り組み（置賜地区）： 

糖尿病及び慢性腎臓病（CKD)重症化予防事業で

間診結果報告時にeGFRの経年的な変化を図示し

てGFR低下が速いハイリスクの人へ「あなたは、
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計算上○年○月に透析になります！」と記載し

て送付したところ、速やかな受診につながった。 

 
福島県（代表：風間順一郎） 

• CKD スクリーニング及び紹介基準のフローチャ

ート(FC)、かんたん診療情報提供書のフォーマ

ット作成（福島医大腎臓高血圧内科）： 

福島医大腎臓高血圧内科で独自に考案した FCを

使用した CKD病診連携のスキームを可視化した。

2 つの FC も診療情報提供書も福島医大腎臓高血

圧内科のホームページから誰でも自由にダウン

ロードすることを可能にした。 

• 南相馬市における社会実験（福島医大腎臓高血

圧内科）： 

南相馬市の全医療施設を訪問して上記の CKD 病

診連携のスキームとその意義を説明した。周知

が徹底されたら紹介率は増えるか？紹介率が増

えたら透析導入は減るか？を今後検証してゆく

予定とした。 

 

[北関東ブロック] 

① 普及・啓発 

新型コロナ感染症蔓延下であったが、令和 4年度

には市民公開講座は茨城県で 5回、山梨県で 3回、

群馬県で 2 回の開催にこぎつけることができた。 

Beans は各県代表間で内容の再確認を行い修正の

上、各県 1000部の冊子体を病院等にて配布した。 

 

② 診療連携体制の構築 

新型コロナ感染症蔓延下であったが、令和 4年度

においても、積極的な会合開催による連携構築の

努力がなされた。個々の地区単位での連携成果の

報告がある。 

 

③ 診療水準の向上 

過去 5年間の人口あたり新規透析導入患者数は年

毎のバラツキはあるものの、5 年間での変化は長

野県のみ横這いで、他の 4県は小幅ながら増加し

ていた。男女別では男性の増加が各県とも目立っ

た。各県における微量アブブミン尿検査件数は順

調に増加していた。 

医療従事者向け CKD講演会は把握されているだけ

で、長野県 24回、山梨県 18回、群馬県 19回、栃

木県 7回、茨城県 12 回行われた。 

 

[東京ブロック] 

① 普及・啓発 

3 種の CKD シール（eGFR30-45、eGFR<30、維持透

析）を作成した。さらに、使用開始時期や協力依

頼の方法等について、葛飾区薬剤師会との調整は

完了した。さらに、葛飾区医師会、葛飾区との調

整を継続している。 

 

② 診療連携体制の構築 

2023 年 2 月 14 日に、区東北部 CKD ネットワーク

の ホ ーム ペ ージ を 開設 し た （ https://ku-

touhokubu.tokyo/）。健診後の受診勧奨先や、かか

りつけ医からの紹介先を周知するために、腎臓専

門医が在籍する施設を地図上に示した。 

 

[南関東ブロック] 

① 普及・啓発 

千葉県では、CKD 重症化予防対策として、国保特

定健診受診者から CKD 患者を抽出し、CKD 対策協

力医へ受診勧奨する取り組みが一部の市町村レ

ベルで開始されている。また多職種連携促進の一

環として CKDシールを作成し、お薬手帳に貼付し

ている。 

 
神奈川県では CKD対策連携協議会のもとで、 

県民向けの講演会を開催し、リーフレットを作成

している。 

 

② 診療連携体制の構築 

千葉県では腎臓専門医が不足している状況から

（５４市町村中２７市町村で腎臓専門医が不在）、

CKD対策協力医制度を策定し（資料千葉）、千葉県

医師会会員の中から CKD 対策協力医を養成し CKD

診療の要としている。腎臓専門医と CKD対策協力

医との間の紹介・逆紹介は増加傾向にある。 

神奈川県では従来の CKD対策連携協議会（包括的

CKD 対策を協議）に加え、全県レベルでの神奈川

県 CKD診療連携構築協議会を立ち上げ、横須賀市

における特定健診受診患者からの CKD 受診勧奨、

かかりつけ医から腎臓専門医への紹介する制度

を好事例として情報共有し、横展開を目指してい

る。 

埼玉県では糖尿病性腎症重症化予防プログラム

https://ku-touhokubu.tokyo/
https://ku-touhokubu.tokyo/
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と CKD対策が並行状態であり、前者は県庁・県医

師会・糖尿病対策推進会議がリードするトップダ

ウンの方向で進められている一方、CKD対策は J-

CKDI 埼玉県支部と郡市医師会が中心のボトムア

ップ方式となっている。各地域での専門医療機関

と郡市医師会との連携協定による二人主治医制

や多職種協働の推進に取り組んでいる。特に連携

パス用に十分な情報が容易に記録できるよう工

夫した紹介状・逆紹介状を作成して運用している。 

 
③ 診療水準の向上 

千葉県ではかかりつけ医レベルで検査会社に尿

たんぱくクレアチニン比（/gCre）をワンチェッ

クオーダーできるよう、検査用紙の様式につい

て検査会社に変更依頼をする依頼文のひな型を

作成し、千葉県 CKD部会で CKD対策協力医の先

生方に配信した。 

神奈川県では CKD対策連携協議会の活動の一環

として、腎疾患対策医療従事者向け研修会を開

催している。 

 

[北陸ブロック] 

① 普及・啓発 

CKD 啓発活動は各県で活発に行われた。市民公開

講座の開催、CKD 啓発のための横断幕などが各県

で積極的に行われた。 

 

＜市民公開セミナー開催＞ 

2022年 11月 13日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜CKD啓発懸垂幕掲載：新潟市役所＞ 

2023年 2月 27日〜2023年 3月 12日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜佐渡啓発チラシ配布＞ 
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＜健康立県にいがた 公式 Twitter＞ 

https://twitter.com/Niigata_kenko 

CKD 啓発資料掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 診療連携体制の構築 

かかりつけ医と専門医のセミナーなどが各県で

積極的に行われた。 

 

[東海ブロック] 

① 普及・啓発 

腎疾患対策について、医師ならびに腎臓病療養指

導士向けの研究会を開催した。また、市民向けに

新聞掲載を 2回、また世界腎臓デーに合わせ、地

方情報誌に世界腎臓デーの普及チラシを掲載し

た。 

 

 
世界腎臓デー 新聞掲載特集 

 

 
世界腎臓デー ポスター 

 

② 診療連携体制の構築 

2023 年 3 月 27 日に各ブロックの代表と「J-CKDI

東海ブロック会議 兼 JKAPI-CKD説明会」会議を

行い、本研究の進捗ならびに今後の打ち合わせを

行った。 

③ 診療水準の向上 
各ブロックにて、地域の病院や行政と連携を行っ
ている。 
 

[中国ブロック] 

① 普及・啓発 

島根県では、 

（１）2021年度も島根県内では行政と連携した世

界腎臓デーにあわせたイベントは開催できてい

ない。 

（２）2020年度には島根県内の全郡市にロールア 

https://twitter.com/Niigata_kenko
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ップバナーを配布し、世界腎臓デーの際に使用し

ていただくように依頼した。2021 年度も県庁、市

役所や役場でロールアップバナーを使用してい

ただいた。また、出雲市では市役所に世界腎臓デ

ーの 2 週間前から懸垂幕を掲示していただいた。 

島根大学医学部附属病院では、世界腎臓デーの

期間のみならず、CKD 啓発のデジタルサイネージ

を外来受付、内科外来待合で放映した。 

 

 
 

岡山県では、 

１）啓発イベントとして、CKD に関するチラ

シやノベルティグッズの配布（600 部）、CKD

啓発動画の放映、クイズラリーを開催した。

クイズラリーのアンケート結果から、参加者

は 10才未満から 70歳以上まで幅広い年齢層

の方であったが、60歳以上の方がおおよそ半

数であった。これらのイベントを知った経緯

としては、通りすがりと回答した方が 58%、

新聞から知ったと回答した方が 20%であった。

ノベルティグッズとして今年度は CKDカレン

ダー、除菌ウェットティッシュと除菌スプレ

ーを作成し配布したところ、これらに掲載さ

れている二次元バーコードを通じて CKDクイ

ズに挑戦し回答した方がイベント当日に 11

名いた。 

 
２）現地開催／Web開催のハイブリッド方式で CKD

県民公開講座を行った。現地参加者が 81 名と昨

年より倍増、Web参加者が 68名と昨年とほぼ同数

であった。 

 
３）懸垂幕掲出、ロールアップバナー、デジタ

ルサイネージで動画放映、ポスター作成し掲示、

TVの情報番組コーナーでの紹介、のぼり作成など

行った。岡山市役所、市内デパートで懸垂幕の掲

出を行った。また岡山県内 27 市町村すべてにロ

ールアップバナーを配布した。岡山駅前や岡山市

内各区役所などでデジタルサイネージに動画を

放映した。ポスターの配布は、医療機関のみなら

ず今年度は県薬剤師会と新たに協力体制を作り

県内約 800ある薬局に掲示していただけた。地元

TV 局の情報番組コーナーで 1,2)イベントの意義

について紹介した。のぼりは各保健所、市町村役

場、病院やクリニックに配布し活用を依頼した。 

 
② 診療連携体制の構築 

島根県では、 

１）診療連携体制の構築 

出雲市では特定検診の結果を用いて、「CKD重

症化予防フロー図」を作成し、2018年度から

「出雲市 CKD 重症化予防対策」を開始した。

特定検診・人間ドックで CKD 再検査該当者の

うち、再検査実施率は年々増加している。再

検査の結果を受けて、腎臓専門医への紹介も

着実に増加している。年平均 23.5人が腎臓専

門医への紹介につながっている。 

 
出雲市以外では、松江市でも活動をしている。

松江市では糖尿病性腎症重症化予防対策が進

んでおり、そこに相乗りする形で進められて

いる。 

２）紹介基準の普及 

 特定検診の実施説明会の際に、腎臓専門医

も参加し、「CKD重症化予防フロー図」の活用 
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と、その根拠としての「かかりつけ医から腎

臓専門医・腎臓専門医療機関への紹介基準」

を紹介している。特定検診にかかわらず、利

用していただくよう依頼している。 

３）保健指導、受診勧奨の推進 

「CKD重症化予防フロー図」を利用して、専門

医への受診を勧めているが、基準に該当しな

い住民には保健指導「すこやかライフ健康相

談」を受けるような仕組みにして増加傾向で

あったが、コロナ禍で減少している。自院で

保健指導を行っているということであるが、

出雲市との連携強化が必要である。 

 

岡山県では、R4年度には、高梁市と新見市のエリ

アそれぞれで、医師会、行政、薬剤師、薬剤師、

管理栄養士や栄養委員会などと協力した CKD診療

連携体制が調い、地区でのネットワーク活動を開

始することができた。既存の CKD-NET も、感染に

十分配慮した形でそれぞれのエリアの状況に応

じて活動を継続、発展させている。 

 
 

[四国ブロック] 

① 普及・啓発 

四国各県において啓発イベント等は新型コロナ

ウイルス感染対策の面で計画通りには実施でき

なかったが、高知県においては、3 月 9 日に CKD

啓発講演会を対面+Web開催で行った。香川県にお

いては 3月 5日に CKD啓発街頭キャンペーンをお

こなった。 

 

② 診療連携体制の構築 
四国各県において新型コロナウイルス感染対策の
面で計画通りには実施できなかったが、高知県に
おいては、10月12日に高知県の東部地区を対象と
する研修会を行い、R5年3月9日にCKD啓発講演会を
対面+Web開催で行った。 
 

③ 診療水準の向上 
高知県においては、10月12日に高知県の東部地区
を対象とする研修会を行い、R5年3月9日にCKD啓発
講演会を対面+Web開催で行い、診療水準の向上に
努めた。 
 

[九州・沖縄ブロック] 

① 普及・啓発 

行政と協同して、県内および九州・沖縄ブロック

を対象とした講演会・研究会を開催した。さらに、

「世界腎臓デー」を中心に駅やビルでの懸垂幕掲

示、行政機関や学校でロールアップバナー掲示等

の普及啓発資材を用いた啓発活動を行った。 

久留米地区においても、“つなぐ”をテーマとして

久留米市、腎臓専門医会、医師会、糖尿病専門医

会が協議を行い、患者の早期受診勧奨について話

し合いを行ったが、医師側・患者側の両者に専門

医受診への高いハードルがあるなどの問題が判

明し、今後解決作を検討することとなった。また、

久留米市の新規透析導入患者は減少しており、

CKD対策が効果的であることが分かった。 

② 診療連携体制の構築 

日本腎臓学会で腎臓病療養指導士との連携に関

する講演を行った。また、行政と協同して県内お

よび九州・沖縄ブロックを対象とした講演会・研

究会を開催し、特にブロック研究会（2023年 3月

開催）では各地域から 10 の演題発表を行って多

職種、行政を含めた 250名以上が参加、情報共有

および議論を行った。 

 

[定点観測] 

・旭川市 

① 診療連携体制の構築 

旭川圏域（旭川市および周辺 9 町）における

糖尿病性腎症重症化予防プログラムの進捗状

況を確認するため、年に 1-2 回旭川圏糖尿病

性腎症重症化予防協議会を Web 開催し、圏域

の健診受診者の生活習慣病の実態について、

行政の保健師・栄養士との情報共有を図った。 

さらに、圏域の腎臓専門医、糖尿病専門医と

行政の保健師・栄養士との勉強会・事例検討

会を年に 2 回開催し、事例検討を通じて住民

へのアプローチ方法について議論した。 

世界腎臓デーに合わせ、旭川市と連携し、CKD

と特定健診受診の重要性を示した広告をフリ

ーペーパーに掲載した。 

 
https://ebook.liner.jp/freepaper/assets/

20230124/index.html#page=1 

・連携体制に参加している腎臓専門医数：11 

・連携体制に参加している専門医療施設数：4 

連携体制に参加したかかりつけ医数：70 

連携体制に参加している他職種（保健師、腎

臓病療養指導士）：5 

https://ebook.liner.jp/freepaper/assets/20230124/index.html#page=1
https://ebook.liner.jp/freepaper/assets/20230124/index.html#page=1
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紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ）：140 

紹介基準に沿った紹介患者数（黄色枠での紹

介数、eGFR>45での紹介数）：72/140 (51%) 

腎代替療法の導入依頼患者数：14 

逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ）

11 

病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患

者総数（連携患者数）：11 

昨年と比し、連携体制に参加している専門医

慮施設数（3→4）、かかりつけ医数（65→70）、

紹介患者数（110→140）は増加した。 

 

② 診療水準の向上 

連携参加かかりつけ医におけるガイドライン

普及率：45% (5/11) 

連携体制でケア中の患者における栄養指導の

実施率：56% (6/11) 

連携体制でケア中の患者における血圧＜

140/90mmHg の割合(75 歳以上では血圧＜

150/90mmHg)：64% (7/11) 

連 携 体 制 で ケ ア 中 の 患 者 に お け る

Hb11~13g/dL の 割 合 (75 歳 以 上 で は

Hb9~13g/dL)：73% (8/11) 

連携体制でケア中の DKD 患者における HbA1c

＜7%の割合(75 歳以上では HbA1c＜8%)：56% 

(4/6) 

腎代替療法導入依頼患者における SDM 実施

率：86% (12/14) ※未実施の 2例は緊急導入 

 
 

・千葉県 

① 普及・啓発 

4 年にかけ 179 件から 675 件へと増加している。

新規での CKD シールの添付枚数も、3,086 枚から

4,222 枚へと増加している。県民啓発用の CKD リ

ーフレット（CKD 対策協力医リストを見ることが

できる QR コード付き）の配布も行っている（計

70,000 枚） 

 

② 診療連携体制の構築 

令和 5 年 2 月現在、225 名の CKD 対策協力医が登

録され、今なお増え続けており、千葉県下全郡市

医師会において協力医は存在する状況となって

いる。腎臓専門医に行った調査では、令和 3年に

CKD対策協力医からの紹介数は365件であったが、

令和 4年には 811件となっている。また、保健者

から、CKD 対策協力医への紹介件数は 392 件から

415 件に、保険者から腎臓専門医への紹介件数は

136 件から 222 件といずれも増加した。また腎臓

専門医から CKD対策協力医への逆紹介件数は腎臓

専門医へ行った調査では、令和 3年から令和 4年

にかけ 179件から 675件へと増加している。 

③ 診療水準の向上 

 
 

・岡山県美作市 

① 診療連携体制の構築 

美作 CKD-NETは、岡山県北部の山間部に位置する

エリアの医療連携ネットワークであり、以下本年

度の調査結果を記す。 

 

② 診療水準の向上 

 
 

・熊本市 

① 普及・啓発 

熊本市行政区（中央、東、西、南、北）各地域に

おける子供とその親世代を対象とした啓発イベ

ント 

上記啓発イベントへの腎臓病療養指導士の参画 

市内小学校児童へ配布する広報誌への CKD啓発記

事掲載（CKDシール周知も含めて） 

LINEでの情報発信 

市政だよりへの記事掲載 

市役所庁舎内モニターでの JKA啓発ビデオ放映 

市民公開講座での講演と講演会会場での JKA啓発

ビデオ放映 
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生涯教育団体所属ラジオコメンテータ―、パーソ

ナリティーと向山教授との共演による CKD啓発ラ

ジオ番組放送 

 
 

② 診療連携体制の構築 
コロナ禍にも対応可能なCKD病診連携登録医向けC
KD対策病診連携説明会(YouTubeによるWeb配信)の
実施と単位更新 
生活習慣病重症化予防研修会との協働により実施 
説明会に連動したGoogle formによるアンケート 
調査実施と調査結果を踏まえた行政との審議会開 
催 

 

 

③ 診療水準の向上 
コロナ禍にも対応可能なCKD病診連携登録医
向けCKD対策病診連携説明会(YouTubeによるW
eb配信)の実施と単位更新 

 
 

 

[人材育成] 

全国： 

１）日本腎臓病協会による全国アンケ―ド調査 

2019 年度から開始した全国の実施状況の調査

を継続し、経年的な変化を評価する。2021年度末

にアンケート調査（表 1）を日本腎臓病協会（JKA）

の各都道府県代表、地区幹事に送付した。 
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その中で、「腎臓病療養指導士を増やす方策の

有無と具体例」、「腎臓病療養指導士との連携強化、

知識の向上のための研修会等の有無と具体例」、

「他領域の療養指導士との連携の有無と具体例」

についてアンケートを行った。 

 

腎臓病療養指導士数の推移 

各年度の総数は、コロナ禍で 2020 年度、2021

年度は減少したが、2022 年度は増加している。

 
都道府県によって人数に差があるが、関東、関

西に多く、東北、中国、四国では少ない。人口 10

万にあたりの腎臓専門医数と比較してみると同

様の傾向が見られた。 

 

 
 
アンケート結果のまとめを示す。 

 
・「腎臓病療養指導士を増やす方策の有無と具体

例」：年々各地での指導士を増やす方策は増えて

いる。腎臓病療養指導士連絡協議会などの発足が

徐々に進んでいる。また、保健指導などに積極的

に関わっている行政の保健師への勧誘も行われ

ていた。 

・「腎臓病療養指導士との連携強化、知識の向上の

ための研修会等の有無と具体例」：上記で発足し

た連絡協議会を中心に講演会、研修会、勉強会が

開催されている。 

・「他領域の療養指導士との連携の有無と具体

例」：糖尿病療養指導士と合同での勉強会等が行

われているが、その他の療養指導士との連携はま

だまだ不十分である。 

２）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2022 年

5 月 29 日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂に

おいて認定のための講習会を開催し、現地およ

びオンディマンドを合せて数百名の参加があっ

た。認定試験には 492 名の応募があり、2023 年

1月 30日に認定試験を実施、受験者 473名中 469

名が合格となった。1～6 回合計で資格認定者は

2,404名となった。また、第 1回認定者のうち規

定を満たした 93 名について、資格を更新した。 

 

３）腎臓病療養指導士の地域差是正：「腎臓病療

養指導士のためのCKD指導ガイドブック」

を、人口比で療養士の不足している地域の

基幹施設（日本腎臓学会教育認定施設、J-C

KDI幹事施設）の指導者に配布した。認定の

ための講習会は現地開催とオンディマンド

の両方式で行い、利便性に配慮した。今後 
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は、地域からの受験機会の増加策として、地域

におけるCBT方式など認定試験の分散開催につい

ても検討する。また、地域の実情に見合った支

援が必要なことから、各都道府県の連携の会の

設立と地域における療養士活動の支援を強化す

ることとした。J-CKDIで作成中の地域マップ

に、療養士数の都道府県別年次推移のデータを

掲載し、地域の療養士数の把握が可能となっ

た。 

 

４）多職種連携の推進とエビデンス構築：多職種

連携の多施設共同研究（全国の 24 施設、3015 名

が参加）により、多職種介入が CKDステージ G3～

G5 において腎機能悪化を抑制することが明らか

となった（Abe M, Kaname S, Clin Exp Nephrol, 

2023）。また、この成果を含めた多職種連携のため

のマニュアルを作成した（「CKDケアのための多職

種連携マニュアル」pdf 版、 要 伸也監修、全 100

ページ）。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロック代表・地区

幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web懇談会

を開催し、現在の活動状況の共有、今後療養指導

士を増加させるための方策について議論した。 

 

南北海道ブロック：北海道は腎臓専門医が非常

に少ないため、大学として、人材確保のための

活動を行い、専門医取得のための教育も行っ

た。腎臓病療養指導士の数も少ないため、薬剤

し、保健師、看護師などの職種に対し、多職種

が CKD患者の診療に関与することが、いかに CKD

対策に繋がるかについての勉強会を行い、少し

ずつ資格取得者が増えてきている。腎臓専門医

が少ない状況で CKD対策をするために、CKD診療

を行うかかりつけ医の育成が重要であるという

ことから、オンラインであった、CKD の勉強会を

繰り返し行った。具体的な症例提示、尿検査の

見方から腹膜透析まで、様々なテーマで行い、

北部 CKDネットのホームページ上の動画がいつ

でも閲覧できるようにした。 

 

東北ブロック：東北ブロック全体で 2021 年に比

して、2022年度は日本腎臓学会腎臓専門医が7名、

腎臓病療養指導士が 4名増加した。 

 

北陸ブロック：腎臓病療養指導士の勉強会など

が各県で積極的に行われた。 

 

＜腎臓病療養指導士勉強会＞ 

2022年 6月 17日 

 
 

東海ブロック：腎臓病療養指導士の受講者を増

やした。 

 

中国ブロック：多職種による CKD医療連携の発展

には腎臓病療養指導士の数を増やすこと、また腎

臓病療養指導士でなくても、メディカルスタッフ

のレベル向上が重要である。 

今年度岡山県では医療従事者（看護師／保健師、

薬剤師、管理栄養士、愛育委員）を対象とした医

療従事者研修会を開催し、医療従事者の CKDに関

する医療レベル向上を図った。 

①笠岡市 栄養改善協議会研修 

②岡山市 特定保健指導実践者研修会 

③里庄町 愛育委員会研修会 

④岡山県栄養士会 CKD勉強会 

⑤CKD オンライン研修会 7 月、10 月、1 月の

合計 3回 

⑥医療費分析研修会 6月、2月の合計 2回 

①85名、②50名、③75名、④70名、⑤合計 180

名、⑥合計 150名の参加となった。 

各研修会でのアンケート調査の結果、研修会参

加者にとって各研修会対する満足度は非常に高

く、ほとんどが満足した、あるいはほぼ満足した、

と回答をよせていた。 
 
四国ブロック：高知県においては、10月12日に高
知県の東部地区を対象とする研修会でCKDの重症
化予防に関する看護師さんの講演を頂き、メディ
カルスタッフへの教育に努めた。 
 
九州・沖縄ブロック、熊本市： 

熊本県腎臓病療養指導士連絡協議会を通じた CKD

啓発活動への参画依頼 

 
 
 
 
 



 

15 
 

別紙３ 

 

 

[研究開発] 

１）CKD対策支援データベース構築： 

①都道府県別に男女別・年齢階級別・透析導入率

の 2006 年から 2020 年までの年次推移を計算し、

その結果は当研究班のホームページ上に公開さ

れた。都道府県により、透析導入率は異なってい

た。 

②年齢を調整した標準化透析導入率は、全国平均

を 100%とすると男性は 72%から 124%、女性は 69%

から 141%と、都道府県により大きく異なっていた。

この都道府県により異なる標準化透析導入率は、

男女とも特定健診受診者における肥満・過体重

（Body mass index (BMI）が 25 以上)の割合と有

意な関連を示し、女性では尿蛋白陽性割合とも有

意な関連を示していた。このモデルの決定係数は

男性 26%、女性 28%であった。 

③2006 年から 2020 年までの透析導入率を、その

原因となった疾患別に検討したところ、年齢調整

透析導入率は、慢性糸球体腎炎、及び、糖尿病性

腎症では低下していた。一方、腎硬化症は増加し

ていた。男性では、全年齢階級（20-39歳、40-59

歳、60-74 歳、75-84 歳、85 歳以上）で腎硬化症

による透析導入率は増加していた。 

④ 年齢・時代・世代の影響に分けて評価する

Age-Period-Cohort分析で、生まれた年（世

代）と透析導入率の関連を検討したところ、

男女とも透析導入率は世代により異なり、加

齢や時代の影響とは別に、透析導入率は男性

1940-60 年代頃、女性 1930-40年代頃生まれ

でピークとなった。透析導入率が最も高かっ

たのは、男性 1967-71年、女性 1937-41年生

まれであった。 

 
 

 
 

 
 

 
 

２）CKD患者数の実態調査 

2005 年の CKD 患者数の調査では特定健診データ、

各地のコホート研究データが用いられている。本

調査においても、上記データを用いて、年次的な

推移などを調査することも検討したが、地域に偏

りがあることや、会社の健診データを使用するこ

とは個人情報保護の観点から利用が難しいこと

もあり、NDB データを用いた解析を行うこととし

た。NDBデータを用いた解析では全患者データに 
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よる解析と部分抽出データによる解析を並行し

て行うこととした。 

 全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国

保データでの CKD有病割合推定アルゴリズムを設

計した。 

 

３）CKD 患者数に影響を与える因子の解明 

上記の NDBデータを用いた解析では糖尿病や高血

圧など生活習慣病に関連するデータも抽出し、

CKD 患者数に影響を与える因子を解明することと

した。 

また、大阪府において、 

 
糖尿病、高血圧、脂質異常症、腎不全の入院外医

療費、脳血管疾患、心疾患の入院医療費、および

平均寿命の調査を行ったところ、図のように地域

の差が認められた。 

 

４）標準治療の遵守率と CKD進展抑制効果 

本年度は J-CKD-DBにて解析可能な、以下の８つ

の標準治療指標について、遵守率と以下の CKD

進展アウトカムとの関連性についての検討を開

始した。 

治療指標： 

1)高カリウム血症の管理 

群分け方法：カリウム値 5.4以下、5.4＜の 2群 

2)アシドーシスの管理 

群分け方法：血清 Na－血清 Cl＝36＞、36 以上の

2群 

3)RAS阻害薬投与の有無 

群分け方法：RAS 阻害薬投与有り、投与無しの 2

群 

4)Caの管理 

群分け方法：Ca目標値(施設正常値)達成、未達成

の 2群 

5)Piの管理 

群分け方法： Pの目標値(施設正常値)達成、未達

成の 2群 

6)高尿酸血症の管理 

群分け方法：尿酸値＝7.0＞、7.0以上の 2群 

7)コレステロールの管理 

群分け方法：LDL値＝120＞、120以上の 2群 

8)貧血の管理 

群分け方法：貧血群（ヘモグロビン値 11以下）と

正常群（ヘモグロビン値>11）の 2群 

 

CKD進展アウトカム指標： 

1)eGFR<15ml/min/1.73m2新規発生 

2)30％以上 eGFR 低下 

 

Ｄ．考察 
6) 普及、啓発 

各都道府県一部の都道府県ではＣＫＤ（もしく

は慢性腎臓病）の疾患概念についての普及度のモ

ニタリングがなされ、概ね増加傾向が確認された。

ただし若年層での普及度はまだ低めにとどまっ

ており、ＳＮＳを含む様々な媒体を介した情報発

信が必要と考えられる。 

 
7) 診療連携体制構築 

地域の実情に即したＣＫＤ診療連携体制の構

築が試みられ、行政や都道府県医師会を通した

大規模な連携を構築するトップダウンのアプロ

ーチ、腎臓専門医・専門施設とその医療圏にお

けるかかりつけ医（市区町村医師会）との小規

模な連携からスタートして横展開するボトムア

ップのアプローチなどが行われた。定点観測地

域である旭川市、千葉県、岡山県美作市、熊本

市の内、千葉県では、腎臓専門医不在のエリア

が県全域の 50％を占めることから、ＣＫＤ診療

に積極的なかかりつけ医をＣＫＤ対策連携医と

して認証し、腎臓専門医不在のエリアのＣＫＤ

診療を補填する試みが行われた。千葉県におけ

る連携体制は拡張傾向で、その他の３エリアで

も安定した体制が維持されていた。 

定点観測地域では逆紹介率も評価されたが、

増加には転じておらず、紹介後は腎臓専門医に

よる診療にスイッチしている現状が示唆され

た。逆紹介率の増加のためには、紹介の増加と

ともに紹介する CKDステージの早期化が必要 

CKD対策における行政との連携については、糖尿

病性腎症重症化予防プログラムとの相互乗り入

れを含めて地域差が大きく、行政側の CKD対策

に対する温度差やエリアにおける二重行政状態

などが問題となっている現状が示唆された。行

政の積極的な参画を目指すためには、トップダ

ウンのアプローチに加え、近隣地域の好事例の

見える化や CKD対策による費用対効果改善デー

タの提示が重要と考えられる。 

 

8) 診療水準の向上 

定点観測地域における、かかりつけ医による

標準治療の実施率の推移をモニタリングした結

果、血圧、血糖、ヘモグロビン濃度の管理目標

を達成している患者割合が増加し、また栄養相 
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談の受診率も増加しており、病診連携体制の構

築を通して診療水準の向上が確認された。 

 

9) 人材育成 

各都道府県で腎臓専門医および腎臓病療養指

導士は増加傾向にある。ただしその間には相関

関係があり、今後は腎臓専門医（の増加）が少

ないエリアにおける腎臓病療養指導士の育成が

必要である。 

 

10) 研究開発 

新規透析導入患者数は腎疾患対策検討会報告

書で設定された全体目標として 10％減（＜35000

人/年）が求められている。日本全体での増加率は

漸減し、2020 年度は 3.5％の微増であった。女性

では全世代で、男性でも 75 歳未満の世代では減

少～横這いが達成されている一方、75 歳以上の男

性では増加となっていた。都道府県間の格差が認

められ、格差の大きなエリア間の比較を通して問

題点・改善ポイントを明らかにする必要がある。 
CKD 対策支援データベース用の解析の結果、①

都道府県により、透析導入率は異なること、②そ

の要因として、肥満・過体重と尿蛋白陽性の関与

が示唆された。特定健診を活用し、肥満・過体重

の予防や介入、あるいは尿蛋白陽性者の検出等を

行うことで、都道府県により異なる透析導入率の

差を小さくできる可能性がある。そして、③透析

導入の原疾患のうち、腎硬化症が年齢を調整して

も増加していたことは、その増加は人口高齢化だ

けではないということを示している。特に男性で

は、全年齢階級（20-39 歳、40-59 歳、60-74 歳、

75-84 歳、85 歳以上）で腎硬化症による透析導

入率が増加しており、その対策が急務である。

さらに、④男性 1940-60 年代頃、女性 1930-40
年代頃生まれは、年齢や時代の影響とは別に、

透析導入率が高いことが明らかになった。特に、

特に男性では1967-71年生まれで最も高い透析

導入率を示したことは、注目すべき所見である。

なぜこれらの世代で透析導入率が高いのか、そ

の理由は明らかではないが、1967-71 年生まれ

は 52-56 歳（2023 年時点）に相当し、働き盛り

の年代であることから、積極的な腎臓検診の受

診勧奨が必要と思われた。 
CKD 患者数推定において、NDB データを用

いた CKD 患者数の実態調査を行うことにより、

正確な CKD 患者数が把握できるとともに、CKD
患者数に影響を与える生活習慣病などの因子が

解明できると考えられる。 
 

 

Ｅ．結論 

腎疾患対策検討会報告書にそった各都道府県

における１）普及啓発、２）診療連携体制の構築、

３）診療水準の向上、４）人材育成の取り組みは

比較的順調に進捗しており、一定の効果を生み出

しつつあることが示された。CKD 対策支援データ

ベース用の解析結果より、都道府県により透析導

入率は異なるが、特定健診を活用し、肥満・過体

重や尿蛋白陽性といった関連する要因に対応す

ることで、その差を小さくできる可能性がある。

さらに、腎硬化症への対策や、透析導入率の高い

世代に対する積極的な腎臓検診の受診勧奨等を

行うことで、透析導入患者数減少へ繋がることが

期待される。 
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リテーション学会．2023年 3月 18日～19日．

大宮．口演 

7. 井上晃平、臼井俊明、野村惣一朗、石井龍太、

秋山知希、角田亮也、甲斐平康、森戸直記、間

瀬かおり、臼井丈一、斎藤知栄、瀧田 翔、森 

利雄、鎌田浩史、山縣邦弘．扁桃摘出術とステ

ロイドパルス療法を要する活動性 IgA腎症に 
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アスリートリハビリテーションを実施した一

例．2023年 3月 18日～19 日．大宮．口演 

8. Takaaki Kosugi, Masahiro Eriguchi, Hisako 

Yoshida, Hikari Tasaki, Masatoshi 

Nishimoto, Masaru Matsui, Ken-ichi 

Samejima, Kunitoshi Iseki, Shouichi 

Fujimoto, Tsuneo Konta, Toshiki Moriyama, 

Kunihiro Yamagata, Ichiei Narita, Masato 

Kasahara, Yugo Shibagaki, Masahide Kondo, 

Koichi Asahi, Tsuyoshi Watanabe, Kazuhiko 

Tsuruya. Height Loss Is Associated With 

Decreased Kidney Function: The Japan 

Specific Health Checkups (J-SHC) Study. 

ASN KIDNEY WEEK2022. 2022.11.3-6. オーラ

ンド．ポスター. 海外 

9. Hikari Tasaki, Masahiro Eriguchi, Hisako 

Yoshida, Takayuki Uemura, Masatoshi 

Nishimoto, Takaaki Kosugi, Masaru Matsui, 

Ken-ichi Samejima, Masato Kasahara, 

Kunitoshi Iseki, Koichi Asahi, Kunihiro 

Yamagata,Tsuneo Konta, Shouichi Fujimoto, 

Ichiei Narita, Yugo Shibagaki, Toshiki 

Moriyama, TsuyoshiWatanabe, Kazuhiko 

Tsuruya. Synergistic Effect of 

Proteinuria on Hematuria-Related Decline 

in Kidney Function: The Japan Specific 

Health Checkups (J-SHC) Study． ASN KIDNEY 

WEEK2022. 2022.11.3-6. オーランド．ポスタ

ー. 海外 

10. 米倉由利子、岡田浩一、柏原直樹、成田一衛、

和田隆志、山縣邦弘．日本の進行期 CKD 患者

における保存的腎臓療法希望者の実態～

REACH-J-CKD コホート研究から～．第 65回日

本腎臓学会学術総会．2022 年 6 月 10 日～12

日．神戸．ポスター 

11. 今澤俊之 共同企画10 生活習慣の変容と慢

性腎臓病：社会実装を見据えたデジタルヘル

スアプリの展望（日本腎臓学会）「CKD診療に

おける効果的多職種連携の社会実装化へ向け

た課題」第42回医療情報学連合大会/第23回日

本医療情報学会(JAMI)学術大会、2022.11.19.

（北海道） 

12. 若杉 三奈子、成田 一衛. 原疾患別・透析導

入率の経年変化～慢性糸球体腎炎・糖尿病性

腎症は低下、腎硬化症は上昇～ 日内会誌；

112：181, 2023 

13. 大西康博、内田治仁、ほか、岡山市 CKD ネッ

トワーク(OCKD-NET)における CKD病診連携 11

年後の追跡調査。第 65 回日本腎臓学会学術総

会、神戸国際会議場、神戸市、2022 年 6月 10

日～12 日 

14. 梅林亮子、内田治仁、ほか、岡山県各医療圏に

おける慢性腎臓病の有病率とそのリスク因子

の検討。第 65回日本腎臓学会学術総会、神戸

国際会議場、神戸市、2022 年 6 月 10 日～12

日 

15. 桒原孝成, 向山政志: 腎臓病療養指導士に知

ってもらいたい最新情報: オーバービュー. 

第 52回日本腎臓学会西部学術大会（シンポジ

ウム）, 2022年 11月 18日～11月 19日, 熊

本. 

16. 宮本弥生, 桒原孝成, 安達政隆, 向山政志: 

CKMの実践と克服すべき課題. 第 52回日本腎

臓学会西部学術大会（シンポジウム）, 2022

年 11月 18日～11月 19日, 熊本. 

17. 桒原孝成, 向山政志: ARNIによる高血圧/CKD

診療の新展開. 第 65 回日本腎臓学会学術総

会（シンポジウム）, 2022 年 6月 10日～6月

12日, 神戸. 

18. 2022.6 第 65回 日本腎臓学会学術総会（神戸）

ワークショップ 13：新たなサポーター支援に

向けた取り組み「新たなるステージへ向けた

サポーター制度」 

19. 2022.11 第 52回 日本腎臓学会西部学術大会

（熊本） ワークショップ 5：腎臓病療養指導

士に知ってもらいたい最新情報「イントロダ

クション」 

20. 要 伸也： CKDにおけるチーム医療と腎臓病

療養指導士～難治性腎疾患における役割を含

めて～.ランチョンセミナー, 第 65回日本腎

臓学会学術総会, 神戸市, 2022年 6月 12日. 

21. 要 伸也：日本腎代替療法医療専門職推進協会

への期待.日本腎臓学会との連携と今後への

期待～腎臓病療養指導士との連携を中心に～.

学会・委員会企画 18, 第 67 回日本透析医学

会, 横浜,2022年 7月 3日. 

22. 要 伸也：CKD看護における腎臓病療養指導士

の役割－看看連携を含めて－共同企画 2：日

本腎臓病協会「CKD看護における腎臓病療養士

の役割～看看連携～」. 第 25回日本腎不全看

護学会, 名古屋,2022年 10月 15日. 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R4年度 分担研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

普及・啓発 

 

研究分担者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

伊藤孝史 島根大学附属病院 准教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 

西尾妙織 北海道大学病院 講師 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

山縣邦弘 筑波大学 教授 

南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 

今澤俊之 独立行政法人国立病院機構（千葉東病院臨床研究部）腎センター長 

要 伸也 杏林大学 教授 

成田一衛 新潟大学 教授 

丸山彰一 名古屋大学 教授 

猪阪善隆 大阪大学 教授 

和田 淳 岡山大学 教授 

内田治仁 岡山大学 教授 

寺田典生 高知大学 教授 

向山政志 熊本大学 教授 

桒原孝成 熊本大学 准教授 

深水 圭 久留米大学 教授 

 

研究要旨  

全国：各都道府県で研究分担者（日本腎臓病協会ブロック長）と日本腎臓病協会の各都道府県幹事を

中心に、行政と連携した CKD普及啓発活動を展開した。またこれまでの取り組みを visual abstract

として、新たに立ち上げた研究班ホームページのＣＫＤ対策支援データベースに掲載した。さらにこ

れまでに作成された啓発用資材の活用を促進するため、新たに立ち上げた研究班ホームページにダウ

ンロード可能な形で公開した。 

北北海道ブロック：北海道の特定健診受診者約 15,000 名に対して CKD 認知度アンケートを行った。

「慢性腎臓病」は、「知っている」と「聞いたことがある」をあわせるとアンケート対象者の約 2/3で

あったが、一方「CKD」の認知度は、「知っている」と「聞いたことがある」をあわせても 19%と低値

であった。CKD重症化予防のために、国民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに CKDの重要性

の理解が深まるよう、今後も継続した CKD 普及啓発活動が必要である。 

南北海道ブロック：医師・薬剤師・保健師・栄養士など多職種に向けての講演会を行った。また、市

民公開講座を行い、市民に対しての啓発も行った。 

東北ブロック：東北ブロック各県で様々な媒体（マスメディア、紙媒体、動画サイト）や対面での集

会（公開講座、講演、講話等）を用いた幅広い対象（一般市民、患者、医療スタッフ、かかりつけ医）

に対する普及啓発活動が展開した。 

北関東ブロック：北関東ブロックでの CKD啓発のための市民公開講座を開催した。患者向け冊子 Beans

の更新を行い、患者、家族に配布した。 

北陸ブロック：北陸ブロック（新潟県、富山県、石川県、福井県）で、それぞれ CKD啓発および対

策が推進され、それらの活動内容はブロック内で共有された。新潟県では CKDシールを配布し、薬

剤師、行政、看護師など多職種連携を進める取り組みが効果を上げた。 

東海ブロック：腎疾患対策について、医師ならびに腎臓病療養指導士向けの研究会を開催した。ま

た、市民向けに新聞掲載を 2回、また世界腎臓デーに合わせ、地方情報誌に世界腎臓デーの普及チ

ラシを掲載した。 

中国ブロック：CKD普及啓発活動の推進、普及啓発資材の活用と新たな展開を目標に活動を行おうと

したものの、新型コロナウイルス感染により集合形式での十分な活動はできなかったが、普及啓発

資材はしっかり使用されていた。今後新たなステージに入れば、今までのノウハウを活用して、活
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動していきたい。 

四国ブロック：四国各県において啓発イベント等は新型コロナウイルス感染対策の面で計画通りには

実施できなかったが、高知県においては、3月 9日に CKD啓発講演会を対面+Web開催で行った。香川

県においては 3月 5日に CKD啓発街頭キャンペーンをおこなった。 

九州・沖縄ブロック、熊本市：ブロック内での普及啓発に取り組んだ。さらに、世界腎臓デーを中

心に各地で普及啓発資材を活用した活動を行うとともに、ブロック研究会を開催し、各地域におけ

る発表の共有を行った。2023 年 3月 9日に CKD 対策推進研究会 in 九州を開催した。九州全土から

医師や保健師の方々の CKDに対する取り組みが発表なされた。久留米地区においても、12月 6日に

CKD 対策推進研究会を開催した。今後も市町村とも連携し、CKD対策、透析導入阻止に向けた CKD普

及啓発活動を隅々まで行っていく。 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研

究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、

そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本

全国 47都道府県を網羅するネットワークと連携

し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD対

策の社会実装を推進する。具体的には各都道府

県における CKD対策を経年的にプロセス・アウ

トカム評価し、改善点を検討して PDCAサイクル

を回し、また CKD診療連携体制の好事例（定点

観測地域など）を積極的に横展開することで、

全国レベルでの CKD対策を推進することを目的

とする。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

特に普及、啓発の柱では、 

（1）CKD対策部会の各ブロック長（分担研究者）・

各都道府県幹事（研究協力者）による腎臓専門

医、かかりつけ医、行政と連携した普及啓発活

動の推進 

（2）普及啓発資材の利活用の推進と新たな開発 

 これまでに作成された資材の有効利用を推

進し、また必要に応じて新たに作成する。 

 

Ｂ．研究方法 

北北海道ブロック： 

日本腎臓病協会 CKD対策部会の北北海道・南北

海道の一般住民における CKD認知度の実態調査を

行い、今後の普及啓発活動に活用する。 

2019年 4月から 9月までに、北海道市町村にお

いて特定健診を受診し、慢性腎臓病（CKD）認知度

調査に回答された方のアンケート結果を後ろ向

きに解析した。 

 

南北海道ブロック： 

南北海道ブロックは、札幌、道南、胆振、十勝、

釧路、北見エリアをカバーする。それぞれのエリ

アにリーダーを置き、エリアの状況に応じた CKD

対策を行った。 

 

東北ブロック： 

各県で様々な媒体（マスメディア、紙媒体、動

画サイト）や対面での集会（公開講座、講演、講

話等）を用いた幅広い対象（一般市民、患者、医

療スタッフ、かかりつけ医）に対する普及啓発活

動を展開する。 

 

北関東ブロック： 

Covid19 感染症蔓延下で、集合での市民公開講

座の開催が困難な状況が続いていたが、COVID-19

感染症蔓延３年目にはいり、感染状況ピークの合

間を縫って、各地で市民公開講座の開催を人数制

限、会場での様々な工夫の上で開催されるように

なった。 

Beans については、毎年、内容の改訂更新を行

いながら、本研究の経費を基に印刷を行い、各県

の主要施設にて配布している。 

 

東京ブロック： 

東京慈恵会医科大学葛飾医療センター内で既

に運用されていた CKDシールを、院外でも運用す

るための検討を行った。 

 

南関東ブロック、千葉県： 

おくすり手帳を利用した CKD シール添付を、

CKD対策協力医、腎臓専門医、調剤薬局にて推進

する。 
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中国ブロック： 

（１）CKD普及啓発活動の推進 

各都道府県責任者を中心に、行政と連携した

CKD 普及啓発活動を実施し、年度末ごとに実施状

況をモニタリングする。 

（２）普及啓発資材の活用と新たな展開 

これまでに作成された資材の活用を促進する。 

 

九州・沖縄ブロック： 

地域における CKD の普及啓発を推進するため、

多職種間を含めた会議・研究会等による進捗の確

認、情報共有を行う。また、行政と協同して普及

啓発資材を活用した啓発活動を行う。 

CKD 普及啓発活動が、透析導入阻止に如何に効

果を発揮するかについて、九州全土と久留米（筑

後）地区において、検討を行う。今回、実際に各

都道府県の実績や工夫などを共有するために web

を用いて研究会を開催した。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない。 

 

 

Ｃ．研究結果 

[北北海道ブロック] 

慢性腎臓病（CKD）認知度調査 

実施期間：2019 年 4月－9月 

対象：国保特定健診受診者 

北海道 179市町村中 58市町、15,012 名より回

答が得られた。 

 

 
「CKD」と「慢性腎臓病」では認知度が明らかに異

なっていることが判明した。 

 

 

 
慢性腎臓病（CKD）という言葉を知る機会に関す

る質問に対して、複数回答可で回答をまとめたと

ころ、「テレビ」が 32.3％と一番多く、「新聞」が

15.3％とそれに続いた。 

 

 
慢性腎臓病（CKD）の診断に関する理解度に関し

ては、複数回答可で回答をまとめたところ、「タン

パク尿」が 39.2％、「血尿」が 21.7％、「GFR」が

14.7％であった．一方で、「血糖値」や「血圧」、

「腹囲」を選択した方がそれぞれ 23.8％、13.2％、 

2.3％であった。 

 

 
年代別の検討では、慢性腎臓病・CKD ともに高

齢になるほど認知度が高くなる傾向にあった。慢

性腎臓病・CKDを知る機会でも、高齢になるほど、

テレビ・新聞が多くなる傾向にあった。 

 

 
 一方、慢性腎臓病・CKD の診断に関する理解度

に関しては、高齢になるほど正解率。不正解率と

もに低くなる傾向がみられた。 

 

[南北海道ブロック] 

各エリアにより医師のみならず、薬剤師・保健

師・栄養士など多職種に向けての講演会や勉強会

を行った。7 月には北北海道のエリア代表、医師

会、多職種合同の大規模な意見交換と講演会を行

った。市民公開講座も開催した。今年度は一部オ

ンラインのみでなく、ハイブリッド形式で行い、
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以前よりは対面で普及啓発を行える機会が増え

た。 

 

[東北ブロック] 

2022 年度に東北ブロックの各県で展開された

活動を各県ごとに示す。 

 

青森県（代表：中村典雄、地区幹事：貝塚満明） 

• 講演会の実施：八戸の腎疾患診療連携を考える

会（2023年 3月 9日、八戸市：2020年から継続、

世界腎臓デーに合わせ弘前大学腎臓内科、岩手

医科大学腎・高血圧内科のコラボレーションで

実施、【対象】かかりつけ医、【内容】講演＋パネ

ルディスカッション） 

 

岩手県（代表：相馬淳、地区幹事：田中文隆） 

• マスメディアの活用：エフエム岩手医療情報

番組「岩手医科大学〜いのちから〜」（毎週日

曜日 9：30〜9：55）（2022年 5月 22日、29日、

全県放送、【対象】一般市民、患者、【内容】ネ

フローゼ症候群について） 

• 疾患啓発チラシの配布：岩手県作成（2022 年

度から、行政（県）、健診機関、専門医療機関

の連携を目的に、県内全域（市町村）の特定健

診や健診・検診機関で配布を開始、【対象】健

診受診者、【内容】疾患啓発、受診勧奨基準な

ど） 

 

宮城県（代表：宮崎真理子、地区幹事：杉浦章） 

• 啓発キャンペーンの継続：脱メタボ！宮城健

康 3.15.0(サイコー)宣言（「減塩あと 3g」「歩

こうあと 15 分」「めざせ受動喫煙・むし歯 0」

の達成に向けて、県民一丸となった健康づく

りを推し進める宮城県の取り組みを継続 

• 公開講座の実施：大崎・栗原医療圏での対面イ

ベントでの啓発講話（2022年 8月 29 日岩出山

地区健康教室、11 月 5 日糖尿病重症化予防健

康教育（健診受診勧奨者対象）、12月 1日食生

活改善推進委員向け医師講話、【対象】一般市

民、【内容】演題『あなたの腎臓大丈夫？』と

いう内容で CKD の講話に加え血圧測定、尿タ

ンパク測定実施） 

 

秋田県（代表：小松田敦、地区幹事：大谷浩） 

• 疾患啓蒙チラシの配布：秋田県作成（【内容】

秋田県糖尿病重症化予防プログラム改訂の周

知） 

 

山形県（代表：今田恒雄、地区幹事：出川紀行） 

• 公開講座の実施：上山市、寒河江市 

• 懸垂幕・バナーの設置：北村山公立病院、山形

大学医学部附属病院 

 

福島県（代表：風間順一郎） 

• 啓発動画によるプロモーション：福島医大腎

臓高血圧内科学／先端地域生活習慣病治療学

講座作成（配信媒体：YouTubeチャンネル、福

島医大腎臓高血圧内科学／先端地域生活習慣

病治療学講座 HP、東邦銀行各営業所待合室、

南相馬チャンネル（ケーブルテレビ）で公開

【対象】一般市民、【内容】疾患啓発） 

 

[北関東ブロック] 

新型コロナ感染症蔓延下であったが、令和 4年

度には市民公開講座は茨城県で 5 回、山梨県で 3

回、群馬県で 2回の開催にこぎつけることができ

た。 

Beans は各県代表間で内容の再確認を行い修正の

上、各県 1000部の冊子体を病院等にて配布した。 

 

[東京ブロック] 

3 種の CKD シール（eGFR30-45、eGFR<30、維持

透析）を作成した。さらに、使用開始時期や協力

依頼の方法等について、葛飾区薬剤師会との調整

は完了した。さらに、葛飾区医師会、葛飾区との

調整を継続している。 

 

[南関東ブロック] 

千葉県では、CKD 重症化予防対策として、国保

特定健診受診者から CKD 患者を抽出し、CKD 対策

協力医へ受診勧奨する取り組みが一部の市町村

レベルで開始されている。また多職種連携促進の

一環として CKDシールを作成し、お薬手帳に貼付

している。 

 
神奈川県では CKD対策連携協議会のもとで、 

県民向けの講演会を開催し、リーフレットを作成

している。 
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[北陸ブロック] 

CKD 啓発活動は各県で活発に行われた。市民公

開講座の開催、CKD啓発のための横断幕、などが

各県で積極的に行われた。 

 

＜市民公開セミナー開催＞ 

2022年 11月 13日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜CKD啓発懸垂幕掲載：新潟市役所＞ 

2023年 2月 27日〜2023年 3月 12日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜佐渡啓発チラシ配布＞ 

 
 

＜健康立県にいがた 公式 Twitter＞ 

https://twitter.com/Niigata_kenko 

CKD啓発資料掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://twitter.com/Niigata_kenko
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[東海ブロック] 

腎疾患対策について、医師ならびに腎臓病療養指

導士向けの研究会を開催した。また、市民向けに

新聞掲載を 2回、また世界腎臓デーに合わせ、地

方情報誌に世界腎臓デーの普及チラシを掲載し

た。 

 
世界腎臓デー 新聞掲載特集 

 

 
世界腎臓デー ポスター 

 

[中国ブロック] 

島根県では、 

（１）2021年度も島根県内では行政と連携した世

界腎臓デーにあわせたイベントは開催できてい

ない。 

（２）2020年度には島根県内の全郡市にロールア

ップバナーを配布し、世界腎臓デーの際に使用し

ていただくように依頼した。2021 年度も県庁、市

役所や役場でロールアップバナーを使用してい

ただいた。また、出雲市では市役所に世界腎臓デ

ーの 2 週間前から懸垂幕を掲示していただいた。 

島根大学医学部附属病院では、世界腎臓デーの

期間のみならず、CKD 啓発のデジタルサイネージ

を外来受付、内科外来待合で放映した。 

 

 
 

岡山県では、感染に十分配慮した形で、①啓発

イベントと②CKD 県民公開講座を行うこととした。 

①啓発イベントとして、CKD に関するチラシや

ノベルティグッズの配布（600部）、CKD啓発動画

の放映、クイズラリーを開催した。 

 
クイズラリーのアンケート結果から、参加者は 10

才未満から 70 歳以上まで幅広い年齢層の方であ

ったが、60 歳以上の方がおおよそ半数であった。

これらのイベントを知った経緯としては、通りす

がりと回答した方が 58%、新聞から知ったと回答

した方が 20%であった。ノベルティグッズとして

今年度は CKDカレンダー、除菌ウェットティッシ

ュと除菌スプレーを作成し配布したところ、これ

らに掲載されている二次元バーコードを通じて

CKD クイズに挑戦し回答した方がイベント当日に

11名いた。 

②現地開催／Web 開催のハイブリッド方式で

CKD県民公開講座を行った。 
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現地参加者が 81名と昨年より倍増、Web参加者が

68名と昨年とほぼ同数であった 

③懸垂幕掲出、ロールアップバナー、デジタル

サイネージで動画放映、ポスター作成し掲示、TV

の情報番組コーナーでの紹介、のぼり作成など行

った。岡山市役所、市内デパートで懸垂幕の掲出

を行った。また岡山県内 27 市町村すべてにロー

ルアップバナーを配布した。岡山駅前や岡山市内

各区役所などでデジタルサイネージに動画を放

映した。ポスターの配布は、医療機関のみならず

今年度は県薬剤師会と新たに協力体制を作り県

内約 800ある薬局に掲示していただけた。地元 TV

局の情報番組コーナーで①②イベントの意義に

ついて紹介した（図１）。のぼりは各保健所、市町

村役場、病院やクリニックに配布し活用を依頼し

た。 

 

[四国ブロック] 

四国各県において啓発イベント等は新型コロナ

ウイルス感染対策の面で計画通りには実施でき

なかったが、高知県においては、3 月 9 日に CKD

啓発講演会を対面+Web開催で行った。香川県にお

いては 3月 5日に CKD啓発街頭キャンペーンをお

こなった。 

 

[九州・沖縄ブロック] 

行政と協同して、県内および九州・沖縄ブロッ

クを対象とした講演会・研究会を開催した。さら

に、「世界腎臓デー」を中心に駅やビルでの懸垂幕

掲示、行政機関や学校でロールアップバナー掲示

等の普及啓発資材を用いた啓発活動を行った。 

久留米地区においても、“つなぐ”をテーマとし

て久留米市、腎臓専門医会、医師会、糖尿病専

門医会が協議を行い、患者の早期受診勧奨につ

いて話し合いを行ったが、医師側・患者側の両

者に専門医受診への高いハードルがあるなどの

問題が判明し、今後解決作を検討することとな

った。また、久留米市の新規透析導入患者は減

少しており、CKD対策が効果的であることが分か

った。 

 

[定点観測] 

・千葉県 

新規での CKDシールの添付枚数も、3,086 枚から

4,222枚へと増加している。県民啓発用の CKDリ

ーフレット（CKD対策協力医リストを見ることが

できる QRコード付き）の配布も行っている（計

70,000 枚） 

 

・熊本市 

熊本市行政区（中央、東、西、南、北）各地域に

おける子供とその親世代を対象とした啓発イベ

ント 

上記啓発イベントへの腎臓病療養指導士の参画 

市内小学校児童へ配布する広報誌への CKD啓発記

事掲載（CKDシール周知も含めて） 

LINEでの情報発信 

市政だよりへの記事掲載 

市役所庁舎内モニターでの JKA啓発ビデオ放映 

市民公開講座での講演と講演会会場での JKA啓発 

ビデオ放映 

生涯教育団体所属ラジオコメンテータ―、パーソ 

ナリティーと向山教授との共演による CKD啓発ラ

ジオ番組放送 
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Ｄ．考察 

北北海道ブロック：今回の調査により、2019年度

での慢性腎臓病／CKD の認知度が「知っている」

という回答が 50％にも届いていないという実態

が判明した。特に「CKD」の認知度は、「知ってい

る」と「聞いたことがある」をあわせても 19%と

低値であった。一方、「慢性腎臓病」に関しては、

「知っている」と「聞いたことがある」をあわせ

るとアンケート対象者の約 2/3であったことから、

認知度自体は上昇していると考えられる。しかし、

残りの約 1/3 は、まだ「慢性腎臓病」／「CKD」

という単語を聞いたことさえない、ということで

あり、今後も啓発活動が必要であると考えられた。

次に、「慢性腎臓病」と「CKD」の認知度に大きな

差があることが明らかとなった。この認知度の差

の理由として、「CKD」という語句が、一見して腎

臓病の単語であることを想像させにくいため、

「慢性腎臓病」＝「CKD」という概念がなかなか定

着しにくい可能性が考えられる。今後の啓発活動

において、「慢性腎臓病」をまず広めていくのがよ

いのか、「CKD」を腎臓病とリンクさせて同時に広

めていくのがよいのか、受け手に理解しやすい形

で啓発活動を進めていく戦略が重要であると思

われる。 

 慢性腎臓病／CKD の知識・情報を得る手段と

しては、テレビが一番多く、ついで新聞が二番

目に多かった。テレビは受動的情報を入手しや

すく、今なお医療に関する情報収集においても

中心的役割を果たしていると考えられた。様々

な情報が氾濫した現在において、今後社会の変

化にあわせて、普及啓発の手段も変化させてい

くべきであるが、現状では、テレビや新聞とい

ったマスメディアを積極的に活用した啓発手段

が有用と思われた。 

 

南北海道ブロック：コロナ禍であり、医師不足

のエリアに関しては、CKD対策に多くの時間を費

やすことができない状況ではあったが、コロナ

患者が減少傾向となってからは、比較的活動が

できた。今後は、コロナの状況が変更となるこ

とで、これまで以上に普及啓発活動が行えると

考える。 

東北ブロック：各県ともにそれぞれの問題意

識に基づき、様々な媒体、対面での集会を活用

して継続的に普及啓発の活動が展開されたと

考えられる。コロナ禍の中で対面形式での活動

が制約された中で東北ブロックにおいても新

しい媒体を用いた啓発活動が展開している。 

今後活動形式や媒体による啓発の効果や作業

の効率を改めて検証し、各県で事例を共有しつ

つ好事例を横展開してゆくことが望まれる。 

 

北関東ブロック：COVID-19感染が令和 4年で流行

3 年目となり、患者数の落ち着いたタイミングで

多くの工夫をしながら一部の地区での再開でき

た。Beansは連続して各県に配布を行っているが、

好評で PDFをもとに追加での印刷を自己資金で行

う県もあった。CKD への対応について、具体的に

役立つものと思われた。 

 

東京ブロック：CKD シールは、医療機関と地域保

険薬局との連携強化により、薬局での処方監査や

疑義照会において活用されることが多いが、多職

種連携、院内他科との連携、行政との連携、市民

への CKD認知度向上等、様々な目的に使用しうる

ツールと考えられることから、より効果的な実装

方法を検討する必要がある。 

 

北陸ブロック：CKD啓発活動は活発に行われてい

る。この情報の共有も効果が上がっていると考

える。一方で、一般市民における CKD認知度

は、改善の余地がある。特に若年〜壮年の世代

への効果的な働きかけについては、SNS等の活用

など新たな取り組みが求められる。 

 

中国ブロック： 

島根県では、2022年度は新型コロナウイルス

感染が下火になってきたが、感染対策等の問題

から行政と連携した CKD普及啓発活動は実施で

きていない。今後新型コロナウイルス感染が 5

類に引き下げられた場合には、ノウハウや啓発

CKD（慢性腎臓病）対策推進病診連携に関する調査 回答方法 

 
熊本市ホームページから以下の手順でアンケートを開き、ご回答ください。 
① 熊本市ホームページから「病診連携」で検索 
② 「ネットワークで進める熊本市 CKD（慢性腎臓病）対策」をクリック 

   以下の画面になります↓ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ ここをクリックすると、左のよ

うにアンケート入力システム

の URL と二次元コードが表

示されます。 
④ URL をクリック、又は二次元

コード読み込みでアンケート

を開き、回答してください。 
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資材は持っており、いつでも再開は可能であ

る。市民公開講座等はできていないが、全内各

地ではロールアップバナーを使用していただい

ており、行政の認知度は確実にアップしてい

る。今後は腎臓専門医のみならず腎臓病療養指

導士にも積極的に参画していただけるように計

画していく。 

岡山では、Withコロナ時代の普及啓発は、対面

のみならず、新聞や TVなどの従来の方法、さらに

は DX や SNS などを活用する方法など、様々な手

段で啓発することが可能である。またあらゆる年

齢層において、より効果的な普及啓発の手段は異

なっている。SNS や動画をより活用する世代もあ

れば新聞や TV を情報収集の主メディアとする世

代もある。ライフスタイルによって情報収集の形

態も多様化しており、普及啓発の在り方も多様化

するべきであると考えられた。 

 

九州・沖縄ブロック：各地域での CKD対策推進に

より、実地医家および一般市民に対する CKD普及

啓発傾向が進んでいるが、やや地域における不均

一性がみられ、より一貫した対策が望まれる。 

筑後地区においても実際に普及啓発がうまく

進んでいる地区とそうでない地区が存在する。

隅々まで CKD普及啓発が浸透するための方策が今

後は必要と思われた。 

 

 

Ｅ．結論 

全体：各都道府県一部の都道府県ではＣＫＤ（も

しくは慢性腎臓病）の疾患概念についての普及度

のモニタリングがなされ、概ね増加傾向が確認さ

れた。ただし若年層での普及度はまだ低めにとど

まっており、ＳＮＳを含む様々な媒体を介した情

報発信が必要と考えられる。 

 

北北海道ブロック：CKD 重症化予防のために、国

民の慢性腎臓病／CKD の認知度を上げ、さらに

CKD の重要性の理解が深まるように、今後も継続

した CKD 普及啓発活動が必要である。 

南北海道ブロック：コロナ禍ではあったが、講演

会や勉強会などを通して普及啓発活動を行う事

ができた。 

東北ブロック：コロナ禍の中、2022年度も東北ブ

ロック各県で普及啓発活動が活発に展開された。 

北関東ブロック：新型コロナウィルス感染蔓延下

であったが、徐々に市民への啓発活動の活性化が

みられた。 

東京ブロック：CKD シールの都内全域への普及を

目指す予定である。 

北陸ブロック：それぞれの CKD対策の取り組み

は各県単位で、地域の医療状況に合わせた形で

推進された。またそれらの情報を共有すること

により、改善が進むため、今後の効果が期待さ

れる。 

中国ブロック： 

島根県では、新型コロナウイルス感染の影響で、

今年度も集合形式での普及啓発活動はできなか

ったが、これまでに作成された普及啓発資材は疲

れていた。今までのノウハウを活かして、次年度

はしっかり活動したい。 

岡山県では、感染対策に配慮すると、多様な形で

の普及啓発の在り方を考えるほうがより効果的

であると考えられた。 

九州・沖縄ブロック：地域における普及啓発充実

のため、より多職種連携の強化、行政の取組が必

要である。 

CKD普及啓発活動は CKD患者の透析導入を阻止し

うる可能性がある。 

 

 

F. 健康危機情報 

なし 
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1. 伊藤孝史、柏原直樹：慢性腎臓病（CKD）対策
における地域連携・多職種連携．日本内科学会総
会 教育講演、2022年4月17日 京都 
2. 伊藤孝史：慢性腎臓病（CKD）対策における地
域医療連携体制の現状と課題．第52回日本腎臓学
会西部学術大会 教育講演、2022年11月18日熊本 
3. 瀧田 翔、塩見耕平、中島健太郎、斎藤知栄、

羽田康司、山縣邦弘．保存期 CKD患者において

過度な低たんぱく質摂取は 1 年後の下肢筋力

低下と関連する．第 13回日本腎臓リハビリテ

ーション学会．2023 年 3 月 18 日～19 日．大

宮．口演 

4. 大内 慧、小崎恵生、松井公宏、吉岡将輝、森 

翔也、斎藤知栄、山縣邦弘、三浦 裕、黒尾 誠、
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Tsuruya. Height Loss Is Associated With 

Decreased Kidney Function: The Japan 

Specific Health Checkups (J-SHC) Study. 



別紙４ 

35 
 

ASN KIDNEY WEEK2022. 2022.11.3-6. オーラ

ンド．ポスター. 海外 

7. Hikari Tasaki, Masahiro Eriguchi, Hisako 
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１．特許取得 
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２．実用新案登録 
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３．その他 
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厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R4年度 分担研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

診療連携体制構築 

 

研究分担者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

伊藤孝史 島根大学附属病院 准教授 
中川直樹 旭川医科大学 准教授 
西尾妙織 北海道大学病院 講師 
旭 浩一 岩手医科大学 教授 
山縣邦弘 筑波大学 教授 
南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 
今澤俊之 独立行政法人国立病院機構（千葉東病院臨床研究部）腎センター長 

要 伸也 杏林大学 教授 
成田一衛 新潟大学 教授 
丸山彰一 名古屋大学 教授 
猪阪善隆 大阪大学 教授 
和田 淳 岡山大学 教授 
内田治仁 岡山大学 教授 
寺田典生 高知大学 教授 
向山政志 熊本大学 教授 
桒原孝成 熊本大学 准教授 
深水 圭 久留米大学 教授 

 
研究要旨   

全国：各都道府県で研究分担者（日本腎臓病協会ブロック長）と日本腎臓病協会の各都道府県幹事

を中心に、行政と都道府県医師会、腎臓専門医・専門医療機関、かかりつけ医（市区町村医師会）

とが連携するＣＫＤ診療連携体制の構築が試みられた。またこれまでの取り組みを、連携パスや独

自の紹介基準などとともに visual abstractとして、新たに立ち上げた研究班ホームページのＣＫ

Ｄ対策支援データベースに掲載した。その際、好事例である旭川市、千葉県、岡山県美作市、熊本

市を定点観測地域としてより詳細な情報を公開し、横展開を目指した。 

北北海道ブロック、旭川市：旭川圏域（旭川市および周辺 9 町）では、CKD 重症化予防を糖尿病性腎

症重症化予防プログラムと連携し、行政の保健師・栄養士との連携を進めている。旭川市医師会と連

携し、腎臓専門医への紹介基準の周知を行った。CKD 重症化予防のためには、長期的な視点での取り

組みが必要である。 

南北海道ブロック：医師会と連携し、さっぽろ北部 CKDネットを構築した。 

東北ブロック：東北ブロック各県で様々な地域単位（全県、医療圏、市町村）での保健医療、病診、

医歯薬など医療資源の実情に応じた各種の連携が行われ、CKD診療連携体制の構築が進展した。 

北関東ブロック：北関東地区各県において、地区医師会、行政、各医療機関との CKD患者診療におけ

る協力体制構築に努めた。 

南関東ブロック、千葉県：千葉県では、腎疾患医療を全ての県民に提供するために、千葉県 CKD対

策協力医を養成し、必要に応じて腎臓専門医との連携が開始される体制が整っている。定点観測調

査により、千葉県 CKD 重症化予防対策が開始された令和 3年と令和 4年のデータを比較すると、CKD

対策協力医数、CKD対策協力医から腎臓専門医への紹介件数、逆紹介件数などいずれも増加してお

り、診療連携が進んでいることが示された。今後は、本体制をより有効活用するために、啓発資材

やリーフレットの開発を進め、県民への本対策の「見える化」促進していくことが有効と考えてい

る。 

北陸ブロック：新潟県では CKDシールを配布し、薬剤師、行政、看護師など多職種連携を進める取

り組みが効果を上げた。また石川県ではかかりつけ医と専門医が連携して生活習慣病の重症化予防

を取り組むための石川県糖尿病対策推進会議を行政（市町村）、医師会、保険者、が連携する仕組み

が設立され、受診勧奨、ハイリスク者の保健指導が行われた。これらの取り組みは新潟県、富山
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県、福井県でも、地域の医療状況に合わせた形で推進されており、今後の効果が期待される。 
東海ブロック：2023年3月27日に各ブロックの代表と「J-CKDI東海ブロック会議 兼 JKAPI-CKD説明会」
会議を行い、本研究の進捗ならびに今後の打ち合わせを行った。 
中国ブロック、岡山県美作：病診連携の構築に加えて、行政と医療機関との連携体制の構築を各地で
行った。岡山県の美作エリアのCKDネットワークにおける、病診連携の継続、定着、発展に関する経年
データを収集しており、今年度のデータを収集した。 
四国ブロック：四国各県において新型コロナウイルス感染対策の面で計画通りには実施できなかった
が、高知県においては、10月12日に高知県の東部地区を対象とする研修会を行い、R5年3月9日にCKD啓
発講演会を対面+Web開催で行った。 
九州・沖縄ブロック、熊本市：行政と協同して県内および九州・沖縄ブロックを対象とした講演会・研
究会を開催し、特にブロック研究会では各地域から発表を行って情報共有を行うことにより、診療連
携体制の構築と診療水準向上に努めた。 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研

究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、

そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本

全国 47都道府県を網羅するネットワークと連携

し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD対

策の社会実装を推進する。具体的には各都道府

県における CKD対策を経年的にプロセス・アウ

トカム評価し、改善点を検討して PDCAサイクル

を回し、また CKD診療連携体制の好事例（定点

観測地域など）を積極的に横展開することで、

全国レベルでの CKD対策を推進することを目的

とする。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

特に診療連携体制構築の柱では、  

(2) 地域の実情に即したCKD診療連携体制の構築 

ブロック長、各都道府県幹事を中心に、かかり

つけ医と腎臓専門医・連携協力医との連携体制構

築を推進する。その際、定点観測地域（旭川、千

葉、岡山、熊本）を中心に、その他のエリアの取り

組みの優れた点、問題点・改善点を研究班で検討

し、PDCAサイクルを回す。適宜、行政によるCKD診

療連携構築モデル事業の申請および糖尿病性腎症

重症化予防プログラムとの相乗りを目指す。成果

はHP上でデータベースとして年度ごとに公開する。 

（２）紹介基準・連携パスの普及 

「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医療機

関への紹介基準」や各エリアで使用中の紹介基準、

連携パスの利活用を推進する。 

 

 

Ｂ．研究方法 

北北海道ブロック、旭川市：旭川圏域（旭川市

および周辺 9 町）での診療連携体制の構築を目

指す。 

 

南北海道ブロック：各エリアにおいて CKD 連携

体制が既に構築されているエリアは更にすすめ、

構築がなかったエリアでは、構築をすすめた。 

 

東北ブロック：各県において  診療連携体制を構

築する。 

 

北関東ブロック：北関東各県において、地区医師

会、行政、かかりつけ医との会議、検討を行い、

連携構築を着実なものとしている。長野県におい

ては 8回の会議の開催を、山梨県においては 9回、

群馬県では 5回、栃木県では 5回、茨城県ではい

ばらき腎臓財団において 10 回の会合を開催し、

診療連携体制の確立をめざした。 

 

東京ブロック：東京都荒川区、足立区、葛飾区内

の医療機関とかかりつけ医をはじめとする地域

の医療スタッフがチームとして協力し治療を行

うネットワークシステムである区東北部 CKDネッ

トワークを立ち上げた。 

 

南関東ブロック、千葉県：千葉県では、全ての千

葉県民が遍く腎疾患医療を享受できる体制の構

築を目指している。一方で、千葉県の腎臓専門医

は都市部に偏在しており、かつ全国的にみて対人

口比当たりの腎臓専門医数は少ないため、地域の

かかりつけ医の協力が必須であり、そして腎臓専

門医との強固な連携体制の要とするべく、千葉県

医師会の会員医師から、「千葉県 CKD対策協力医」

を web 講習を用い令和 3 年度から養成し始めた。

また、CKD 対策協力医向けの適宜追加の講習も行

っている。また腎臓専門医への紹介状のひな形も

令和 5年 2月に作成し、3月に県庁 HPで公開した
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ほか、千葉県医師会報の令和 5年 5月号に同封し、

全千葉県医師会会員の医師に配布される予定で

ある。 

 

北陸ブロック：各県の医療状況の特性に合わせ

て、行政や医師会、腎臓病療養指導士、薬剤師、

保健師、管理栄養士などの多職種と連携を取り

ながら対策を推進する。またそれらの取り組み

状況を相互に共有し、対策の参考とする。 

 

中国ブロック、岡山県美作： 

島根県では、 

（１）診療連携体制の構築 

県代表を中心に、かかりつけ医（医師会）、腎臓

専門医・専門医療機関、行政とした連携体制の構

築を推進する。 

（２）紹介基準の普及 

「かかりつけ医から腎臓専門医・腎臓専門医療

機関への紹介基準」もしくは地域の実情に応じて

修正した紹介基準を、診療連携体制構築の一環と

して普及させる。 

（３）保健指導、受診勧奨の推進 

行政、保健師等と連携し、健診結果に基づく保

健指導、受診勧奨による生活習慣病対策、CKD 早

期発見・早期治療を推進する。 

岡山県では OCKD-NET を皮切りに KCKD-NET、

MCKD-NET、東備 CKD-NEY、井笠エリア CKD-NET な

どいくつかの CKDネットワークが順次構築されて

いった。今年度は高梁地区と新見市地区に CKD-

NET の設立が望まれた。 

岡山県美作エリアでは、平成 30 年に厚生労働

省から発出された、腎疾患対策検討会の報告書に

基づき CKD対策を行ってきた。この中で示されて

いる通り「自覚症状に乏しい CKD を早期に発見･

診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続

することにより、CKD 重症化予防を徹底するとと

もに CKD 患者（透析患者及び腎移植患者を含む）

の QOLの維持向上を図る」ことを目標として、「普

及啓発」、「地域における医療提供体制の整備」、

「診療水準の向上」、「人材育成」、「研究開発の推

進」という 5本柱ごとに今後実施すべき取組等が

整理されている。 

本研究では日本全国のうち、旭川市、千葉県、

熊本市、および岡山県の美作エリアの 4 つの CKD

医療連携ネットワークにおける、CKD 診療連携体

制の実際についての調査を 2019 年度から前向き

に調査することが計画されており継続してきた。

今年度も昨年までに引き続き美作 CKD-NETにおけ

る CKD診療連携体制の実際について調査を行った。 

 

九州・沖縄ブロック：地域における CKD 診療連

携体制を構築・強化するため、多職種間を含め

た会議・研究会等による進捗の確認、情報共有

を行う。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない。 

 

 

Ｃ．研究結果 

[南北海道ブロック] 

各エリアにおいて CKD連携体制を構築した。

特に釧路エリアでは、くしろ CKDネットワーク

が他のエリアに先駆けて運用されており、腎臓

内科医がエリアに 2名しかいない状況で、いか

に専門医とかかりつけ医が連携して、必要な患

者が腎臓専門医の医療が受けられる体制を整え

た。札幌市では、かかりつけ医が多く、ネット

ワークの構築が難しい状況であったが、医師会

と連携を強化し、北部 CKDネットをはじめ、西

区など、札幌のエリアごとの連携も進んだ。く

しろ CKDネットワークをはじめ、既に多くの地

域で CKDシールが運用されている。札幌市で

は、様々な意見があり、これまで CKDシールが

運用できていなかった。今年度、薬剤師会、医

師会などとの議論を重ね、準備を行い、3月に配

布し、運用を開始することができた。 

 

[東北ブロック] 

2022 年度に東北ブロックの各県で展開された

主な活動を各県ごとに示す。 

 

青森県（代表：中村典雄、地区幹事：貝塚満明） 

• 糖尿病性腎症重症化予防プログラムの推進（青

森県、県医師会、弘前大学腎臓内科）： 

青森県糖尿病対策推進会議（県医師会）、青森県

糖尿病対策協議会（青森県）、弘前大学腎臓内科

が連携した。 

• 病診連携体制の構築（弘前大学腎臓内科）： 

基幹病院に外来拠点（県内 8か所（うち非常勤 3

か所）、県外 1か所（非常勤））を設け、地域かか

りつけ医と連携、入院患者を大学病院に集約す

るネットワークを構築し、県境をまたぐ広域的

な病診連携（弘前地域と秋田県大館北秋田地域、

八戸地域と岩手県二戸・久慈地域）を行なった。

また、LINE を活用した症例コンサルテーション

を開始した（弘前大学腎臓内科）。 

 

岩手県（代表：相馬淳、地区幹事：田中文隆） 

• 医療機関リストの作成（岩手県）： 

岩手県糖尿病性腎症重症化予防対策推進検討会

（会長：石垣泰 岩手医大 糖尿病代謝内分泌内

科教授）でリストが作成済みの糖尿病性腎症重

症化予防対策協力医療機関（県内 12 郡市医師会
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約 250 医療機関）が使用することを想定し、岩

手県慢性腎臓病対策連絡協議会（会長：旭浩一 

岩手医大腎・高血圧内科教授）が腎臓専門医療機

関（非常勤対応含む）のリストを作成した。（2023

年度に公開予定） 

• 糖尿病性腎症重症化予防推進研修会の実施（岩

手県）： 

行政、かかりつけ医療機関・郡市医師会、専門医・

地域基幹医療機関との連携体制の構築を目的に

県の「糖尿病性腎症疾病管理強化対策業務」とし

て、県医師会に業務委託。 医師等に対する岩手

医大 糖尿病代謝内分泌内科と腎・高血圧内科が

協力して標記研修会を実施。糖尿病の初期治療、

CKD の管理、地域保健医療連携をテーマとした

講演会を県内全郡市医師会で合計 13回開催した。 

• 保健師・管理栄養士・かかりつけ医による事例検

討会（花巻市、花巻市医師会）： 

専門医の少ない地域での専門職とかかりつけ医

の連携顔の見える関係の構築、職種間の円滑な

意思疎通、療養指導・データ解釈のスキルアップ

を目的に 2022年 11月「保健師・管理栄養士・か

かりつけ医による事例検討会」を実施した。（概

要：参加者、保健師４名、管理栄養士２名、かか

りつけ医 13名、腎臓専門医１名。55 歳男（糖尿

病性腎臓病）の健診経年データ、KDB 情報等を使

用。事例提示(保健師)ののち、グループワーク

（内容：リスク（病態） の評価、リスクコント

ロールのレビュー、保健指導の進め方等につい

て議論と発表、専門医による解説・ミニレクチャ

ー） 

• 盛岡ＣＫＤ病診連携診療情報提供書の運用（盛

岡市医師会糖尿病対策委員会、岩手県立中央病

院、岩手医大）： 

日本腎臓学会ガイドライン「かかりつけ医から

専門医への紹介基準」に準拠した盛岡ＣＫＤ病

診連携診療情報提供書（2021 年運用開始）の運

用を継続し、運用実績報告を含めた講演会を実

施した（第 2 回盛岡 CKD 連携講演会、2023 年 3

月 14日）。 

 

宮城県（代表：宮崎真理子、地区幹事：杉浦章） 

• 病診連携のための講演会（仙台医療圏、仙南医療

圏、大崎・栗原医療圏）： 

仙台・仙南 

2022年 4月：仙台市若林区・太白区での CKD 連

携モデル事業をスタート、6月：仙台市青葉区 CKD

病診連携 WEBセミナー、7月：仙台南 CKD病診連

携講演会、8月仙南 CKD 連携懇話会を実施した。

今後力を入れたいかかりつけ医との連携におけ

る取り組みとして、 

仙台市の CKD 病診連携モデル事業の検証と発展、

腎臓専門医のいない地域のかかりつけ医との連

携、腎炎の早期発見の重要性の啓発、糖尿病医と

協働した宮城県糖尿病性腎症重症化予防プログ

ラムの推進、医療機関と連携した保存的腎臓病

治療などが挙げられた。 

大崎・栗原 

2022年 2月：大崎地区学術講演会「CKD の地域

医療連携の構築」、5月：心腎連関フォーラム「CKD 

連携を考える」 、6月：県北 CKD 医療連携セミ

ナー 、Kidney disease forum in Osaki、8月：

CKD治療 update 、10月：大崎地区チーム医療

セミナー（薬剤師向け）、 

11月：大崎エリア CKD 連携講演会、 12月：大

崎地区学術講演会「これからの CKD 連携を考え

る」を実施した。 

 

秋田県（代表：小松田敦、地区幹事：大谷浩） 

• 腎疾患対策（糖尿病性腎症重症化予防事業）相談

会（秋田県南（湯沢・雄勝）地区、行政（湯沢市、

羽後町、湯沢市、羽後町、東成瀬村）、湯沢市雄

勝郡医師会）： 

• 病診連携体制の構築（秋田県南（湯沢・雄勝）地

区、かかりつけ医、雄勝中央病院）： 

秋田県南地区の病院・クリニックに連携に特化

した診療情報提供書を作成し、雄勝中央病院・腎

センターを中核とした積極的な連携を推進し、

同センターの患者数が増加した。 

 

山形県（代表：今田恒夫、地区幹事：出川紀行） 

• CKD シール貼付事業（医歯薬連携：山形県薬剤師

会、山形県医師会、山形県歯科医師会、山形県病

院薬剤師会）： 

CKDに加え糖尿病シール・血液さらさらシールも

一緒に貼付し、複数疾患も一目でわかるように

改善し、不適切な処方の変更につながった。 

• 保健医療連携の取り組み（置賜地区）： 

糖尿病及び慢性腎臓病（CKD)重症化予防事業で

間診結果報告時に eGFRの経年的な変化を図示し

て GFR低下が速いハイリスクの人へ「あなたは、

計算上○年○月に透析になります！」と記載し

て送付したところ、速やかな受診につながった。 

 

福島県（代表：風間順一郎） 

• CKD スクリーニング及び紹介基準のフローチャ

ート(FC)、かんたん診療情報提供書のフォーマ

ット作成（福島医大腎臓高血圧内科）： 

福島医大腎臓高血圧内科で独自に考案した FCを

使用した CKD病診連携のスキームを可視化した。

2 つの FC も診療情報提供書も福島医大腎臓高血

圧内科のホームページから誰でも自由にダウン

ロードすることを可能にした。 

• 南相馬市における社会実験（福島医大腎臓高血

圧内科）： 

南相馬市の全医療施設を訪問して上記の CKD 病

診連携のスキームとその意義を説明した。周知
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が徹底されたら紹介率は増えるか？紹介率が増

えたら透析導入は減るか？を今後検証してゆく

予定とした。 

 

[北関東ブロック] 

新型コロナ感染症蔓延下であったが、令和 4年

度においても、積極的な会合開催による連携構

築の努力がなされた。個々の地区単位での連携

成果の報告がある。 

 

[東京ブロック] 

2023 年 2 月 14 日に、区東北部 CKD ネットワー

クのホームページを開設した（ https://ku-

touhokubu.tokyo/）。健診後の受診勧奨先や、かか

りつけ医からの紹介先を周知するために、腎臓専

門医が在籍する施設を地図上に示した。 

 

[南関東ブロック] 

千葉県では腎臓専門医が不足している状況から

（５４市町村中２７市町村で腎臓専門医が不在）、

CKD 対策協力医制度を策定し（資料千葉）、千葉県

医師会会員の中から CKD 対策協力医を養成し CKD

診療の要としている。腎臓専門医と CKD対策協力

医との間の紹介・逆紹介は増加傾向にある。 

神奈川県では従来の CKD対策連携協議会（包括的

CKD 対策を協議）に加え、全県レベルでの神奈川

県 CKD診療連携構築協議会を立ち上げ、横須賀市

における特定健診受診患者からの CKD 受診勧奨、

かかりつけ医から腎臓専門医への紹介する制度

を好事例として情報共有し、横展開を目指してい

る。 

埼玉県では糖尿病性腎症重症化予防プログラム

と CKD対策が並行状態であり、前者は県庁・県医

師会・糖尿病対策推進会議がリードするトップダ

ウンの方向で進められている一方、CKD対策は J-

CKDI 埼玉県支部と郡市医師会が中心のボトムア

ップ方式となっている。各地域での専門医療機関

と郡市医師会との連携協定による二人主治医制

や多職種協働の推進に取り組んでいる。特に連携

パス用に十分な情報が容易に記録できるよう工

夫した紹介状・逆紹介状を作成して運用している。 

 

[北陸ブロック] 

かかりつけ医と専門医のセミナーなどが各県で

積極的に行われた。 

 

[東海ブロック] 
2023年3月27日に各ブロックの代表と「J-CKDI東海
ブロック会議 兼 JKAPI-CKD説明会」会議を行い、
本研究の進捗ならびに今後の打ち合わせを行った。 
 

[中国ブロック] 

島根県では、 

（１）診療連携体制の構築 

出雲市では特定検診の結果を用いて、「CKD重症

化予防フロー図」を作成し、2018年度から「出雲

市 CKD重症化予防対策」を開始した。特定検診・

人間ドックで CKD再検査該当者のうち、再検査実

施率は年々増加している。再検査の結果を受けて、

腎臓専門医への紹介も着実に増加している。年平

均 23.5 人が腎臓専門医への紹介につながってい

る。 

 
出雲市以外では、松江市でも活動をしている。

松江市では糖尿病性腎症重症化予防対策が進ん

でおり、そこに相乗りする形で進められている。 

（２）紹介基準の普及 

特定検診の実施説明会の際に、腎臓専門医も参

加し、「CKD重症化予防フロー図」の活用と、その

根拠としての「かかりつけ医から腎臓専門医・腎

臓専門医療機関への紹介基準」を紹介している。

特定検診にかかわらず、利用していただくよう依

頼している。 

（３）保健指導、受診勧奨の推進 

「CKD 重症化予防フロー図」を利用して、専門

医への受診を勧めているが、基準に該当しない住

民には保健指導「すこやかライフ健康相談」を受

けるような仕組みにして増加傾向であったが、コ

ロナ禍で減少している。自院で保健指導を行って

いるということであるが、出雲市との連携強化が

必要である。 

 

岡山県では、R4年度には、高梁市と新見市のエ

リアそれぞれで、医師会、行政、薬剤師、薬剤師、

管理栄養士や栄養委員会などと協力した CKD診療

連携体制が調い、地区でのネットワーク活動を開

始することができた。既存の CKD-NETも、感染に

十分配慮した形でそれぞれのエリアの状況に応

じて活動を継続、発展させている。 

https://ku-touhokubu.tokyo/
https://ku-touhokubu.tokyo/
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[四国ブロック] 
四国各県において新型コロナウイルス感染対策

の面で計画通りには実施できなかったが、高知県
においては、10月12日に高知県の東部地区を対象
とする研修会を行い、R5年3月9日にCKD啓発講演会
を対面+Web開催で行った。 
 

[九州・沖縄ブロック] 

日本腎臓学会で腎臓病療養指導士との連携に

関する講演を行った。また、行政と協同して県

内および九州・沖縄ブロックを対象とした講演

会・研究会を開催し、特にブロック研究会

（2023 年 3月開催）では各地域から 10の演題発

表を行って多職種、行政を含めた 250 名以上が

参加、情報共有および議論を行った。 

 

[定点観測] 

・旭川市 

旭川圏域（旭川市および周辺 9町）における糖

尿病性腎症重症化予防プログラムの進捗状況を

確認するため、年に 1-2回旭川圏糖尿病性腎症重

症化予防協議会を Web 開催し、圏域の健診受診者

の生活習慣病の実態について、行政の保健師・栄

養士との情報共有を図った。 

さらに、圏域の腎臓専門医、糖尿病専門医と行

政の保健師・栄養士との勉強会・事例検討会を年

に 2回開催し、事例検討を通じて住民へのアプロ

ーチ方法について議論した。 

世界腎臓デーに合わせ、旭川市と連携し、CKDと

特定健診受診の重要性を示した広告をフリーペ

ーパーに掲載した。 

 
https://ebook.liner.jp/freepaper/assets/2

0230124/index.html#page=1 

 

・連携体制に参加している腎臓専門医数：11 

・連携体制に参加している専門医療施設数：4 

連携体制に参加したかかりつけ医数：70 

連携体制に参加している他職種（保健師、腎臓

病療養指導士）：5 

紹介患者数（かかりつけ医から専門医へ）：140 

紹介基準に沿った紹介患者数（黄色枠での紹介

数、eGFR>45での紹介数）：72/140 (51%) 

腎代替療法の導入依頼患者数：14 

逆紹介患者数（専門医からかかりつけ医へ）11 

病診連携（二人主治医制）でフォロー中の患者

総数（連携患者数）：11 

昨年と比し、連携体制に参加している専門医慮

施設数（3→4）、かかりつけ医数（65→70）、紹介

患者数（110→140）は増加した。 

 
 

・千葉県 

令和 5年 2月現在、225名の CKD対策協力医が

登録され、今なお増え続けており、千葉県下全

郡市医師会において協力医は存在する状況とな

っている。腎臓専門医に行った調査では、令和 3

年に CKD対策協力医からの紹介数は 365件であ

ったが、令和 4年には 811件となっている。ま

た、保健者から、CKD 対策協力医への紹介件数は

392件から 415件に、保険者から腎臓専門医への

紹介件数は 136件から 222件といずれも増加し

た。また腎臓専門医から CKD対策児湯力委への

逆紹介件数は腎臓専門医へ行った調査では、令

和 3年から令和 4年にかけ 179件から 675件へ

と増加している。 

 
 

・岡山県美作市 

美作 CKD-NETは、岡山県北部の山間部に位置す

るエリアの医療連携ネットワークであり、以下本

https://ebook.liner.jp/freepaper/assets/20230124/index.html#page=1
https://ebook.liner.jp/freepaper/assets/20230124/index.html#page=1
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年度の調査結果を記す。 

 
 

・熊本市 
コロナ禍にも対応可能なCKD病診連携登録医向けC
KD対策病診連携説明会(YouTubeによるWeb配信)の
実施と単位更新 
生活習慣病重症化予防研修会との協働により実施 
説明会に連動したGoogle formによるアンケート
調査実施と調査結果を踏まえた行政との審議会開
催 
 

 
 

 

Ｄ．考察 

北北海道ブロック、旭川市：旭川圏域（旭川市お

よび周辺 9 町）では、CKD 重症化予防を糖尿病性

腎症重症化予防プログラムと連携し、行政の保健

師・栄養士との連携を進めている。 

腎疾患対策検討会報告書に明記されているよ

うに、健診受診率の向上、生活習慣病の発症予防、

生活習慣病の重症化予防等も新規透析導入患者

の減少に、大きなインパクトを与えうる対策であ

り、推進すべきである一方で、これらの対策の成

果が新規透析導入患者の減少という結果となっ

て現れるには長期間を要するため、長期的な 視

点での取組が必要である。 

 

南北海道ブロック：各エリアの状況、腎臓専門

医の数、かかりつけ医の数、医師会の状況によ

り、連携構築がスムーズであるエリアとなかな

か進まないエリアがあったが、普及啓発活動を

行い、CKD対策の大切さを広く伝えて行くこと

で、協力を得られるようになり、連携が進ん

だ。 

 

東北ブロック：各県で様々な地域単位、職種の

組み合わせでの医療資源に応じた連携体制、連

携フォーマットの整備のための地道な活動が活

発に行われている。全体として糖尿病性腎症重

症化予防プログラムを軸に糖尿病医とも協働し

た連携が中心となっており、腎臓専門医が地域

に少ないことを前提とした CKD 対策の保健医療

連携の動きも出てきている。専門医との連携の

フォーマットは一部で独自のアルゴリズムを使

用する動きもあるが、多くは日本腎臓学会/日本

医師会の「かかりつけ医から専門医への紹介基

準」に準拠しており、紹介基準の均霑化は進ん

でいると考えられる。一部で連携活動の実績、

効果の検証の動きも見られており、今後 PDCA サ

イクルを回し連携活動の発展や改善につながる

ことが期待される。 

 

北関東ブロック：地区の特徴を生かした連携の工
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夫が見られており、数年後の重症化予防の実績が

上がるとが期待される。 

 

東京ブロック：CKD ネットワークは、既に港区、

世田谷区、目黒区、足立区などにも存在するが、

本ネットワークは都内初の二次医療圏を単位と

していることから、行政や糖尿病対策との連携推

進が期待される。また、同 HPから作成された診療

情報提供書に記載された内容は、匿名化後にデー

タベース化されるため、将来的には、紹介基準に

準拠した紹介率等の調査に活用できる可能性が

ある。 

 

南関東ブロック、千葉県：CKD 対策協力医は千葉

県下において遍く要請された。健診で腎機能や尿

検査で異常があった場合には、CKD 対策協力医に

おいて適切な検査が行われ、必要に応じ腎臓専門

医との連携が開始されることが望ましいが、調査

からは徐々に連携が進んでいることが推察され

た。一方で、このような体制が千葉県で構築され

ている現状を県民や保険者も知り、本体制をより

有効利用していただくようにしていくことが重

要であると考えている。そのため各種の啓発資材

等をすでに開発しており、県庁 HP の web 上で利

用が促進されるよう、QRコード付きのリーフレッ

トの開発もしており、今後より本体制が充実して

いくことが期待される。 

 

中国ブロック：島根県では、現時点では県代表が

いる出雲市での活動が中心であるが、県内各地で

糖尿病性腎症重症化予防対策が進められており、

各地の腎臓専門医・専門医療機関がその中に参画

しているため、徐々に CKD 対策も進んでいくもの

と思われる。 

特定検診後の腎臓専門医受診および保健指導

はコロナ禍前には増加傾向にあり、今後もまた増

加し、透析導入患者数の減少に繋がっていけばと

考える。コロナ禍で積極的に動けない期間が長か

ったため、今年度は改めてかかりつけ医（医師会）

に働きかける必要があると思われる。 

出雲市での「CKD 重症化予防フロー図」はある

程度軌道に乗ってきたため、地域の実情にあわえ

てこのシステムを県内に広めていきたい。 

診療連携体制の構築には、やはり腎臓専門医・

専門医療機関、さらには腎臓病療養指導士の充

実が必須であり、人材育成にも力を入れていく

必要があると考えている。 

岡山県における CKD対策においては、医師とメ

ディカルスタッフの協働が大変重要である。CKD

対策がこれから始まる地区医師会においては、薬

剤師会、市町村などの行政および保健所、栄養委

員会を含む栄養士会、といった CKD対策の根幹を

なす多職種連携をいかに構築するか、ということ

が大事である。同じ岡山県内においても、腎臓専

門医の有無を含めた医療資源やそもそもの人口

の違いがあり、それぞれのエリア独自のやり方で

CKD 医療連携が展開されている。今後は多職種に

よるこの CKD医療連携をいかに継続・発展させて

いくかが重要である。 

岡山県美作エリアの CKD-NET ワークの特徴は、

腎臓専門医が少ないこと、連携体制に参加したか

かりつけ医が 6 医師会合計 90 名であること、腎

生検を行える施設がないこと、人口が大きくなく

比較的高齢化が進んでいる地域であること、など

である。 

そういう特徴のエリアで 2019 年から始まった

定点観測であるが COVID19感染拡大の影響をうけ

て紹介、逆紹介が比較的少なかった前年度までと

比較して、今年度はどちらも数が少し増えた。血

圧管理状況、貧血の管理状況、血糖管理状況はい

ずれも高い水準で管理されている。ただ、いずれ

も 100%まではいっていない。今後 COVID19が 5類

に移行されることで紹介・逆紹介といった診療連

携が充実していき、さらなる診療レベルの向上が

期待される。 

エリア内での SDM実施率は低かったが、これは透

析導入可能施設が少ない医療資源の状況を反映

していると考えられた。 

 

九州・沖縄ブロック：各地域での CKD対策推進に

より、CKD 診療連携体制の構築が進んでいるが、

やや地域における不均一性がみられ、腎臓病療養

指導士の増加を含めたさらなる対策が望まれる。 

 

 

Ｅ．結論 

全体：地域の実情に即したＣＫＤ診療連携体制

の構築が試みられ、行政や都道府県医師会を通

した大規模な連携を構築するトップダウンのア

プローチ、腎臓専門医・専門施設とその医療圏

におけるかかりつけ医（市区町村医師会）との

小規模な連携からスタートして横展開するボト

ムアップのアプローチなどが行われた。定点観

測地域である旭川市、千葉県、岡山県美作市、

熊本市の内、千葉県では、腎臓専門医不在のエ

リアが県全域の 50％を占めることから、ＣＫＤ

診療に積極的なかかりつけ医をＣＫＤ対策連携

医として認証し、腎臓専門医不在のエリアのＣ

ＫＤ診療を補填する試みが行われた。千葉県に

おける連携体制は拡張傾向で、その他の３エリ

アでも安定した体制が維持されていた。 

 

北北海道ブロック、旭川市：CKD 重症化予防のた

めには、長期的な視点での取り組みが必要である。 

 

南北海道ブロック：各エリアで診療連携が進んだ。 
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北関東ブロック：積極的な連携構築のための会

議、打ち合わせが行われ、成果が期待できる。 

 

 

東北ブロック：東北ブロック各県で様々な地域単

位（全県、医療圏、市町村）での様々な組み合わ

せ（行政、保健・医療、病・診、医・歯・薬など）

の CKD診療連携体制の構築のための活動が着実に

進展した。 

 

南関東ブロック、千葉県：CKD 対策協力医の養成

により、腎臓専門医との連携が促進されている。 

 

北陸ブロック：それぞれの CKD対策の取り組み

は各県単位で、地域の医療状況に合わせた形で

推進された。またそれらの情報を共有すること

により、改善が進むため、今後の効果が期待さ

れる。 

 

中国ブロック：島根県代表がいる出雲市での活動

は少しずつ成果を上げていたが、コロナ禍ですこ

し停滞気味であり、改めてかかりつけ医（医師会）、

行政との連携を強化していく。そして、県内の成

功事例として、県内各地に広げていきたい。その

ためにも人材育成に力を入れていく必要がある。 

岡山県内で、各エリアに診療連携体制がほぼ全

域をカバーする形で構築された。今後この多職種

連携が継続・発展することが期待される。 

美作 CKD-NET の定点観測を行った。COVID19 感

染下という厳しい状況下においても CKD診療連携

がしっかりできており、今後のさらなる発展が期

待される。 

 

九州・沖縄ブロック：地域における診療連携体制

充実のため、より多職種連携の強化が必要である。 

 

 

F. 健康危機情報 

なし 

 
Ｇ．研究発表 

3． 論文発表 

1. 田中文隆, 旭浩一. 岩手県の取り組み. JKA   

Newsletter (13): 4-5, 2023 

2. 今澤俊之、淺沼克彦、寺脇博之、日比野久美子、

入江康文。千葉県における慢性腎臓病（CKD）

重症化予防対策-CKD対策協力医制度の現状報

告、千葉県医師会雑誌/ 第 74 巻(2022)6 号

P256-260 

3. Imasawa T, Saito C, Kai H, et.al. Long-

term effectiveness of a primary care 

practice facilitation program for chronic 

kidney disease management: an extended 

follow-up of a cluster-randomized FROM-J 

study. Nephrol Dial Transplant. 2023 Jan 

23;38(1):158-166. 

4. Takeuchi H, Uchida HA, et al. The 

Beneficial Effect of Personalized 

Lifestyle Intervention in Chronic Kidney 

Disease Follow-Up Project for National 

Health Insurance Specific Health Checkup: 

A Five-Year Community-Based Cohort Study. 

Medicina (Kaunas). 2022 Oct 

26;58(11):1529. 

5. Uchida HA, Onishi Y, et al. The Effect of 

Medical Cooperation in the CKD Patients: 

10-Year Multicenter Cohort Study. J. Pers. 

Med. 2023, 13, 582. 
6. Ikeuchi H, Sugiyama H, Mukoyama M, et al. 

A nationwide analysis of renal and 
patient outcomes for adults with lupus 
nephritis in Japan. Clin Exp Nephrol 
26(9): 898-908, 2022. 

7. Imasawa T, Saito C, Mukoyama M, et al. 
Long-term effectiviness of a primary care 
practice facilitation program for chronic 
kidney disease management: an extended 
follow-up of a cluster-randomized FROM-J 
study. Nephrol Dial Transplant 38(1): 
158-66, 2023. 

 

２．学会発表 
1. 伊藤孝史、柏原直樹：慢性腎臓病（CKD）対策
における地域連携・多職種連携．日本内科学会総
会 教育講演、2022年4月17日 京都 
2. 伊藤孝史：慢性腎臓病（CKD）対策における地
域医療連携体制の現状と課題．第52回日本腎臓学
会西部学術大会 教育講演、2022年11月18日熊本 
3. 中道崇, 金沙織, 小山千佳, 山陰周. 石巻圏

域における糖尿病性腎臓病の紹介時期や治療薬

選択の変遷. 第 65 回日本腎臓学会学術総会．神

戸, 2022年 

4. 今澤俊之 共同企画 10 生活習慣の変容と慢

性腎臓病：社会実装を見据えたデジタルヘルスア

プリの展望（日本腎臓学会）「CKD 診療における効

果的多職種連携の社会実装化へ向けた課題」第 42

回医療情報学連合大会/第 23回日本医療情報学会

(JAMI)学術大会、2022.11.19.（北海道） 

5. 大西康博、内田治仁、ほか、岡山市 CKDネット

ワーク(OCKD-NET)における CKD 病診連携 11 年後

の追跡調査。第 65回日本腎臓学会学術総会、神戸

国際会議場、神戸市、2022年 6月 10日～12日 

6. 梅林亮子、内田治仁、ほか、岡山県各医療圏に

おける慢性腎臓病の有病率とそのリスク因子の

検討。第 65回日本腎臓学会学術総会、神戸国際会

議場、神戸市、2022 年 6月 10日～12日 

7. 桒原孝成, 向山政志: 腎臓病療養指導士に知

ってもらいたい最新情報: オーバービュー. 第

52回日本腎臓学会西部学術大会（シンポジウム）, 
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2022年 11月 18日～11月 19日, 熊本. 

8. 宮本弥生, 桒原孝成, 安達政隆, 向山政志: 

CKM の実践と克服すべき課題. 第 52 回日本腎臓

学会西部学術大会（シンポジウム）, 2022年 11

月 18日～11 月 19日, 熊本. 
 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R4年度 分担研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

診療水準の向上 

 

研究分担者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

伊藤孝史 島根大学附属病院 准教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 

西尾妙織 北海道大学病院 講師 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

山縣邦弘 筑波大学 教授 

南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 

今澤俊之 独立行政法人国立病院機構（千葉東病院臨床研究部）腎センター長 

要 伸也 杏林大学 教授 

成田一衛 新潟大学 教授 

丸山彰一 名古屋大学 教授 

猪阪善隆 大阪大学 教授 

和田 淳 岡山大学 教授 

内田治仁 岡山大学 教授 

寺田典生 高知大学 教授 

向山政志 熊本大学 教授 

桒原孝成 熊本大学 准教授 

深水 圭 久留米大学 教授 

 

研究要旨  

全国：各都道府県でガイドラインで推奨されている標準診療を、診療連携体制構築の一環として普

及促進した。定点観測地域でかかりつけ医における標準治療の実施率の推移をモニタリングし、研

究班ホームページに公開した。 
北北海道ブロック、旭川市：旭川市医師会と連携し、かかりつけ医におけるガイドライン普及率等、C
KD診療水準の定点観測を継続している。 
南北海道ブロック：講演会を通じて CKD診療に必要な情報やガイドラインの普及を行った。 

北関東ブロック：北関東ブロック５県において、人口あたり新規透析導入患者数、糖尿病性腎症に

よる新規透析導入患者数、微量アルブミン尿検査件数などの共通指標の比較検討を行った。 
東海ブロック：各ブロックにて、地域の病院や行政と連携を行っている。 
四国ブロック：高知県においては、10月12日に高知県の東部地区を対象とする研修会を行い、R5年3月
9日にCKD啓発講演会を対面+Web開催で行い、診療水準の向上に努めた。 
九州・沖縄ブロック、熊本市：コロナ禍にも対応可能なCKD病診連携登録医向けCKD対策病診連携説明
会(YouTubeによるWeb配信)の実施と単位更新 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研

究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、

そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本

全国 47都道府県を網羅するネットワークと連携

し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD対

策の社会実装を推進する。具体的には各都道府

県における CKD対策を経年的にプロセス・アウ

トカム評価し、改善点を検討して PDCAサイクル

を回し、また CKD診療連携体制の好事例（定点

観測地域など）を積極的に横展開することで、

全国レベルでの CKD対策を推進することを目的

とする。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

特に診療水準の向上の柱では、 
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病診連携体制を通して、ガイドラインに沿った標

準医療の提供を図る。 

 

 

Ｂ．研究方法 

北北海道ブロック、旭川市：旭川市医師会の協力

のもと、かかりつけ医におけるガイドライン普及

率等 CKD診療水準を調査し、今後の連携に活用す

る。 

南北海道ブロック：かかりつけ医の診療水準向

上のため、CKDに関する勉強会あるいは、講演会

を行い、診療のポイントやガイドラインの普及

を行う。 

 

北関東ブロック：日本透析医学会統計調査委員会

から公表される、各県の新規透析導入患者数統計、

ならびに NDB オープンにて公表される各県の CKD

患者数、CKD に関する診療項目について、北関東

各県での比較検討を行った。 

新型コロナウィルス感染蔓延下で主に WEBを利

用しての CKDに関わる医療従事者向け講演会を積

極的に開催した。 

 

南関東ブロック：千葉県では CKD 対策連携医の

資格を講習会の受講の後に認定し、腎臓専門医

の不在エリアにおける CKD診療の水準向上を図

る。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない。 

 

 

Ｃ．研究結果 

[南北海道ブロック] 

腎臓学会からは CKDに関する様々なガイドライ

ンが発刊されている。ガイドラインの内容を普及

することで、診療水準が向上していると考える。

1 年に 1 度、かかりつけ医に対して CKD 診療に関

するアンケートを行っているが、CKD 診療に尿蛋

白や eGFR を用いると答えている医師の割合が少

しずつ増加してきており、普及活動がいい結果に

結びついている斗考えられる。また、オンライン

で CKD診療についての勉強会を行い、また、その

動画をホームページにあげ、いつでも繰り返し閲

覧できるようにした。また、高齢化社会となって

きており、訪問診療のニーズが高まっている。訪

問診療医に CKDの啓発、さらには腹膜透析の管理

について勉強会を行い、今後、訪問診療で CKD診

療ができる基礎を作りつつある。 

 

[北関東ブロック] 

過去 5年間の人口あたり新規透析導入患者数は

年毎のバラツキはあるものの、5 年間での変化は

長野県のみ横這いで、他の 4県は小幅ながら増加

していた。男女別では男性の増加が各県とも目立

った。各県における微量アブブミン尿検査件数は

順調に増加していた。 

医療従事者向け CKD講演会は把握されているだ

けで、長野県 24回、山梨県 18回、群馬県 19回、

栃木県 7回、茨城県 12回行われた。 

 

[南関東ブロック] 

千葉県ではかかりつけ医レベルで検査会社に尿

たんぱくクレアチニン比（/gCre）をワンチェッ

クオーダーできるよう、検査用紙の様式につい

て検査会社に変更依頼をする依頼文のひな型を

作成し、千葉県 CKD部会で CKD対策協力医の先

生方に配信した。神奈川県では CKD対策連携協

議会の活動の一環として、腎疾患対策医療従事

者向け研修会を開催している。 

 

[東海ブロック] 
各ブロックにて、地域の病院や行政と連携を行っ
ている。 
 

[四国ブロック] 
高知県においては、10月12日に高知県の東部地区
を対象とする研修会を行い、R5年3月9日にCKD啓発
講演会を対面+Web開催で行い、診療水準の向上に
努めた。 
 

[定点観測] 

・旭川市 

連携参加かかりつけ医におけるガイドライン

普及率：45% (5/11) 

連携体制でケア中の患者における栄養指導の

実施率：56% (6/11) 

連携体制でケア中の患者における血圧＜

140/90mmHg の 割 合 (75 歳 以 上 で は 血 圧 ＜

150/90mmHg)：64% (7/11) 

連携体制でケア中の患者における Hb11~13g/dL

の割合(75歳以上では Hb9~13g/dL)：73% (8/11) 

連携体制でケア中の DKD 患者における HbA1c＜

7%の割合(75歳以上では HbA1c＜8%)：56% (4/6) 

腎代替療法導入依頼患者における SDM実施率：

86% (12/14) ※未実施の 2例は緊急導入 
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・千葉県 

 
 

・岡山県美作市 

 
 

・熊本市 
コロナ禍にも対応可能なCKD病診連携登録医向けC
KD対策病診連携説明会(YouTubeによるWeb配信)の
実施と単位更新 

 
 

 

Ｄ．考察 

北北海道ブロック、旭川市：かかりつけ医におけ

るガイドラインの普及率は約 50%と昨年と同様で、

連携ケアの中での各コントロール指標について

も概ね横ばいであった。 

 

南北海道ブロック：CKD は目に見える症状に乏し

い疾患である。かかりつけ医では、特にコロナ禍

にあっては、発熱、咳、呼吸苦など目の前の患者

の対応で忙しいため、なかなか CKD患者の診療に

積極的に協力してもらうことは難しい。繰り返し、

勉強会を行い CKDに関して学ぶ機会を作る事が診

療水準向上に繋がると考える。 

 

北関東ブロック：人口あたりの透析導入患者数は

長野県を除き微増傾向が続いていた。増加スピー

ドには県毎に大きな差があり、各県民の年齢構成、

男女比の相違点なども影響している可能性があ

り、今後詳細な解析が必要と考えられる。微量ア

ルブミン尿検査の検査件数が順調に増加してお

り、糖尿病性腎症、CKD に関する啓発活動の成果

と考えられる。NDB オープンデータについても更

なる詳細な解析が望まれる。 

新型コロナウィルス感染症蔓延下でも医療従事

者の CKD診療に対する注目度は引き続き高く、各

県において積極的に医療従事者向けの講演会、講

習会が開催されていた。 

 

 

Ｅ．結論 

全体：定点観測地域における、かかりつけ医に

よる標準治療の実施率の推移をモニタリングし

た結果、血圧、血糖、ヘモグロビン濃度の管理

目標を達成している患者割合が増加し、また栄

養相談の受診率も増加しており、病診連携体制

の構築を通して診療水準の向上が確認された。 

 

北北海道ブロック、旭川市：今後もかかりつけ医

と腎臓専門医の二人主治医制を推進し、中長期的

な視点で、診療水準の向上を図る必要がある。 

南北海道ブロック：繰り返し勉強会などを行う

ことで診療水準向上に向かっている。 

北関東ブロック：県単位での CKD診療共通目標

で、各県の特徴と啓発活動の成果を確認すること

ができた。 

 

 

F. 健康危機情報 

なし 

 

 

Ｇ．研究発表 

4． 論文発表 
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Yamagata K. Elevated Crude Mortality in 
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２．学会発表 

なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R4年度 分担研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

人材育成 

 

研究分担者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

要 伸也 杏林大学 教授 

伊藤孝史 島根大学附属病院 准教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 

西尾妙織 北海道大学病院 講師 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

山縣邦弘 筑波大学 教授 

南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 

成田一衛 新潟大学 教授 

丸山彰一 名古屋大学 教授 

猪阪善隆 大阪大学 教授 

和田 淳 岡山大学 教授 

寺田典生 高知大学 教授 

向山政志 熊本大学 教授 

深水 圭 久留米大学 教授 

 

研究要旨  

全国：各都道府県で腎臓病療養指導士を育成し、CKD 診療に長けた医療従事者数の増加を図った。各

都道府県における腎臓専門医および腎臓病療養指導士数の年次推移を研究班ホームページのＣＫＤ

対策支援データベースに掲載した。 

北北海道ブロック：北北海道ブロック代表・地区幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web懇談会を

開催し、現在の活動状況の共有、今後療養指導士を増加させるための方策について議論した。腎臓専

門医が少ない地域においては、腎臓病療養指導士の役割は大きく、腎臓病療養指導士の活動を広く多

職種に共有し、育成の促進が必要である。 

南北海道ブロック：腎臓病療養指導士の数が少ないため、療養指導士育成のための講演会などを行

った。 
東北ブロック：東北ブロック全体で日本腎臓学会腎臓専門医が7名、腎臓病療養指導士が4名増加した。 
東海ブロック：腎臓病療養指導士の受講者を増やした。 
中国ブロック：各県で新たな腎臓病療養指導士が認定された。管理栄養士、薬剤師、看護師、保健師を
対象とした勉強会を各地で開催した。 
四国ブロック：高知県においては、10月12日に高知県の東部地区を対象とする研修会でCKDの重症化予
防に関する看護師さんの講演を頂き、メディカルスタッフへの教育に努めた。 
九州・沖縄ブロック、熊本市： 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研

究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、

そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本

全国 47都道府県を網羅するネットワークと連携

し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD対

策の社会実装を推進する。具体的には各都道府

県における CKD対策を経年的にプロセス・アウ

トカム評価し、改善点を検討して PDCAサイクル

を回し、また CKD診療連携体制の好事例（定点

観測地域など）を積極的に横展開することで、

全国レベルでの CKD対策を推進することを目的

とする。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

特に人材育成の柱では、 
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CKD 診療に長けた看護師/保健師、管理栄養士、

薬剤師等の人材を育成し、彼らの腎臓病療養指

導士の取得を促進し、CKD診療連携体制への参画

を推進する。特に専門医不在のエリアにおける

腎臓病療養指導士の充足を目指す。また適切な

腎代替療法選択の促進のために、腎代替療法専

門指導士制度と連携し腎臓病療養指導士の SDM

への関わりを深める。 

 

 

Ｂ．研究方法 

全国： 

１）2019 年度から開始した全国の実施状況の調査

を継続し、経年的な変化を評価する。2021 年度末

にアンケート調査（表 1）を日本腎臓病協会（JKA）

の各都道府県代表、地区幹事に送付した。

 
「腎臓病療養指導士を増やす方策の有無と具

体例」、「腎臓病療養指導士との連携強化、知識の

向上のための研修会等の有無と具体例」、「他領域

の療養指導士との連携の有無と具体例」について

アンケートを行った。 

 

２）人材育成（腎臓病療養指導士の継続的な育

成）：第 6 回腎臓病療養指導士資格認定に向け、

認定のための講習会の実施、研修記録の評価、試

験応募および試験の実施と認定、などを順次進

める。また、2018 年第 1 回認定者が 5 年目の更

新時期となるため、コロナ禍における時限措置

として 1 年の猶予を認めつつ、資格更新を進め

る。 

 

３）腎臓病療養指導士の地域差是正：寡少地域へ

の支援策の一つとして、テキストとなる「腎臓病

療養指導士のための CKD 指導ガイドブック」

（2021年 10月発行）を配布し、講習・試験方法

についても検討する。地域マップに療養士数の

都道府県別年次推移のデータを提供し、これを

可視化する。その他、各都道府県の連携の会の支

援策について検討する。 

 

４）多職種連携の推進とエビデンス構築：厚生労

働科学研究腎疾患政策研究「慢性腎臓病（CKD）

患者に特有の健康課題に適合した多職種連携に

よる生活・食事指導等の実証研究（代表要 伸也）」

と腎臓病療養指導士 WGが共同して多職種連携の

多施設共同研究を実施する。また、この成果を含

めた多職種連携のためのマニュアルを作成する。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロックにおける腎

臓病療養士の育成を目指す。 

 

南北海道ブロック：腎臓専門医の育成、腎臓病療

養指導士の数を増やす、かかりつけ医で CKD診療

をできる医師の養成を行う。 

 

東北ブロック：各県で腎臓専門医、腎臓病療養指

導士を育成する。 

 

中国ブロック：多職種による CKD医療連携の発展

には腎臓病療養指導士の数を増やすこと、また腎

臓病療養指導士でなくても、メディカルスタッフ

のレベル向上が重要である。 

岡山県では医療従事者（看護師／保健師、薬剤

師、管理栄養士、愛育委員）を対象とした医療従

事者研修会を開催し、医療従事者の CKDに関する

医療レベル向上を図った。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない。 

 

 

Ｃ．研究結果 

全国： 

１）腎臓病療養指導士数の推移 

各年度の総数は、コロナ禍で 2020 年度、2021

年度は減少したが、2022 年度は増加している。
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都道府県によって人数に差があるが、関東、関

西に多く、東北、中国、四国では少ない。人口 10

万にあたりの腎臓専門医数と比較してみると同

様の傾向が見られた。 

 

 
 

 

 

 

２）アンケート結果のまとめを示す。 

 
・「腎臓病療養指導士を増やす方策の有無と具体

例」：年々各地での指導士を増やす方策は増えて

いる。腎臓病療養指導士連絡協議会などの発足が

徐々に進んでいる。また、保健指導などに積極的

に関わっている行政の保健師への勧誘も行われ

ていた。 

・「腎臓病療養指導士との連携強化、知識の向上の

ための研修会等の有無と具体例」：上記で発足し

た連絡協議会を中心に講演会、研修会、勉強会が

開催されている。 

・「他領域の療養指導士との連携の有無と具体

例」：糖尿病療養指導士と合同での勉強会等が行

われているが、その他の療養指導士との連携はま

だまだ不十分である。 

 

３）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2022 年

5 月 29 日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂に

おいて認定のための講習会を開催し、現地およ

びオンディマンドを合せて数百名の参加があっ

た。認定試験には 492 名の応募があり、2023 年

1月 30日に認定試験を実施、受験者 473名中 469

名が合格となった。1～6 回合計で資格認定者は

2,404名となった。また、第 1回認定者のうち規

定を満たした 93 名について、資格を更新した。 

 

４）腎臓病療養指導士の地域差是正：「腎臓病療

養指導士のための CKD指導ガイドブック」を、人

口比で療養士の不足している地域の基幹施設

（日本腎臓学会教育認定施設、J-CKDI 幹事施設）

の指導者に配布した。認定のための講習会は現

地開催とオンディマンドの両方式で行い、利便

性に配慮した。今後は、地域からの受験機会の増

加策として、地域における CBT 方式など認定試

験の分散開催についても検討する。また、地域の

実情に見合った支援が必要なことから、各都道

府県の連携の会の設立と地域における療養士活

動の支援を強化することとした。J-CKDI で作成

中の地域マップに、療養士数の都道府県別年次

推移のデータを掲載し、地域の療養士数の把握
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が可能となった。 

 

５）多職種連携の推進とエビデンス構築：多職種

連携の多施設共同研究（全国の 24 施設、3015 名

が参加）により、多職種介入が CKDステージ G3～

G5 において腎機能悪化を抑制することが明らか

となった（Abe M, Kaname S, Clin Exp Nephrol, 

2023）。また、この成果を含めた多職種連携のため

のマニュアルを作成した（「CKDケアのための多職

種連携マニュアル」pdf 版、 要 伸也監修、全 100

ページ）。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロック代表・地区

幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web懇談会

を開催し、現在の活動状況の共有、今後療養指導

士を増加させるための方策について議論した。 

 

南北海道ブロック：北海道は腎臓専門医が非常に

少ないため、大学として、人材確保のための活動

を行い、専門医取得のための教育も行った。腎臓

病療養指導士の数も少ないため、薬剤し、保健師、

看護師などの職種に対し、多職種が CKD患者の診

療に関与することが、いかに CKD 対策に繋がるか

についての勉強会を行い、少しずつ資格取得者が

増えてきている。腎臓専門医が少ない状況で CKD

対策をするために、CKD 診療を行うかかりつけ医

の育成が重要であるということから、オンライン

であった、CKD の勉強会を繰り返し行った。具体

的な症例提示、尿検査の見方から腹膜透析まで、

様々なテーマで行い、北部 CKDネットのホームペ

ージ上の動画がいつでも閲覧できるようにした。 

 

東北ブロック：東北ブロック全体で 2021 年に比

して、2022年度は日本腎臓学会腎臓専門医が7名、

腎臓病療養指導士が 4名増加した。 

 
東海ブロック：腎臓病療養指導士の受講者を増や
した。 
 

中国ブロック：以下の研究会を実施し、 

①笠岡市 栄養改善協議会研修 

②岡山市 特定保健指導実践者研修会 

③里庄町 愛育委員会研修会 

④岡山県栄養士会 CKD勉強会 

⑤CKDオンライン研修会 7月、10月、1月 

の合計 3回 

⑥医療費分析研修会 6月、2月の合計 2回 

①85 名、②50 名、③75 名、④70 名、⑤合計 180

名、⑥合計 150名の参加となった。 

各研修会でのアンケート調査の結果、研修会参

加者にとって各研修会対する満足度は非常に高

く、ほとんどが満足した、あるいはほぼ満足した、

と回答をよせていた。 

 
四国ブロック：高知県においては、10月12日に高
知県の東部地区を対象とする研修会でCKDの重症
化予防に関する看護師さんの講演を頂き、メディ
カルスタッフへの教育に努めた。 
 

九州・沖縄ブロック、熊本市： 

熊本県腎臓病療養指導士連絡協議会を通じた CKD

啓発活動への参画依頼 

 

 

Ｄ．考察 

腎臓病療養指導士はコロナ禍の影響で、一時的

に取得者が減ったが、2022 年には増加しており、

多職種の関心はいまだ高いものと思われる。人数

にも地域差が認められるが、これは腎臓専門医と

の相関があるようで、腎臓専門医の育成と一緒に

進めていくことが必要だと思われる。  

今までは病院勤務の看護師、薬剤師、管理栄養

士が中心であったが、検診業務に積極的に関わっ

ている行政の保健師にも積極的に声がけしてい

く必要があると思われる。 

今後は毎年認定更新も始まり、療養指導士の知

識の向上、モチベーション維持のための工夫が必

要である。そのために各地で連絡協議会が立ち上

がり、そこでの講演会、勉強会、研修会が開催さ

れつつあるが、いまだ不十分である。療養指導士

や医師からも「保険点数がつけば、もっとモチベ

ーションが上がるのではないか」という意見も聞

かれ、今後「慢性腎臓病（CKD）患者に特有の健康

課題に適合した多職種連携による生活・食事指導

等の実証研究（研究代表者 要伸也先生）」からの

結果が待たれる。 

透析導入現疾患第一位の糖尿病の領域では、糖

尿病療養指導士が全国的に活躍しており、徐々に

合同での勉強会等も始まっており、今後更なる連

携が重要であると思われる。 

現在、腎臓病に関する看護師、薬剤師、管理栄

養士が取得できる資格がそれぞれの領域でもた

くさんあるが、その中でも腎臓病療養指導士の役

割の重要性、活躍の場が広がっていることをしっ
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かり啓発していく必要がある。 

腎臓病療養指導士の増加により、CKD 療養指導

の知識・技能を有し、チーム医療を支える人材育

成が進みつつある。しかし、人数は不足しており、

活躍の場や十分ではない。今後は、地域偏在も考

慮したさらなる育成を進めるとともに、腎臓専門

医と連動した地域活動、糖尿病療養指導士等の他

の療養士との連携を推進していく必要がある。多

職種連携のエビデンスが示されたことにより、さ

らなるチーム医療の推進や診療報酬の獲得に向

けた取り組みの加速が期待される。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロックのように、

腎臓専門医が少ない地域においては、腎臓病療養

指導士の役割は大きく、腎臓病療養指導士の活動

を広く多職種に共有し、育成を促進する必要があ

る。また、腎臓病療養指導士のモチベーション維

持のためにも、療養指導士間の情報交換や活躍の

場を提供していく必要がある。 

 

南北海道ブロック：腎臓病は難しい、という概念

を払拭し、多職種も含めて、いかに協力すること

が、CKD 対策に必要であるかを伝える事で、腎臓

病療養指導士を目指す人数が増加した。腎臓専門

医の育成に関しては、医学部の学生や研修医に対

する働きかけが、数年後の人材確保に繋がるため、

日々の活動が重要である。かかりつけ医に関して

は、コロナ禍以前は顔の見える勉強会ができてい

た時の方が効率的に意見交流などができていた

が、ネットに動画を置く事は有効であった。 

 

東北ブロック：腎臓専門医、腎臓病療養指導士と

もに資格取得者は増加したものの増加幅は低調

であった。ブロック内の腎臓内科の新規入局者数

に依存するため、その大幅な増加が必要である。 

また腎臓病療養指導士の受験者を増やすため、

福島医大では独自に「福島 CKD診療サポーター講

座」を企画、管理栄養士が福島の食材を使った腎

臓に優しいレシピを提案するなどの啓発活動を

開始しており、次年度以降の受験者増加に期待が

もたれる。 

 

中国ブロック：一口に医療従事者といっても、看

護師／保健師、薬剤師、管理栄養士はそれぞれそ

の専門性が異なっている。自身の職種において、

CKD 患者にできる最新の医療、あるいは、医師診

療との連携を高めるために研修機会は多ければ

多いほうがよい。人事異動などで新しく CKD対策

に従事する人が増減するため、継続した人材育成

プログラムの運営が欠かせない。 

お互いの専門性を活かした効率よい医療連携

のために、お互いの職種の特徴を知ることも重要

であり、1 回の研修会において様々な職種からの

講演を取り入れた。特に今年度は、⑤CKD オンラ

イン研修会において、同じ内容で 3回行ったこと、

1 回の研修会において、医師 2 名（保存期 CKD 管

理について、および、腎代替療法について）、薬剤

師、管理栄養士、看護師に加えてショーシャルワ

ーカーによる講演を加えた。その結果 CKDの保存

期から腎代替療法までの広範な CKD対策について

の研修会を行うことができた。これもひとつの多

職種連携と言える。 

岡山県には腎臓病療養指導士が現在 66 名いる

が、このうち昨年度一気に 22名増えた。上記の取

り組みなどを踏まえて、各エリアで CKD診療のリ

ーダーや核となるべき人材育成が徐々に進んで

いる成果の現れと考えられる。 

 

 

Ｅ．結論 

腎臓病療養指導士数は確実に増えつつあるが、

腎疾患対策検討会の目標を達成するためにはそ

の活躍が不可欠であり、勉強できる場、活躍でき

る場を提供し、モチベーションを維持するため、

全国各地に連携協議会を設立していく必要があ

る。すでに活動している地域もあり、成功事例を

横展開していく必要がある。 

腎臓病療養指導士を中心とするCKD診療メディ

カルスタッフの育成とその効果検証が、多職種連

携・チーム医療の強化を通して、腎臓病診療の水

準向上に寄与することが望まれる。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロックのように、

腎臓専門医が少ない地域においては、腎臓病療養

指導士の役割は大きく、腎臓病療養指導士の活動

を広く多職種に共有し、育成を促進する必要があ

る。また、腎臓病療養指導士のモチベーション維

持のためにも、療養指導士間の情報交換や活躍の

場を提供していく必要がある。 

 

南北海道ブロック：腎臓専門医の育成、腎臓病療

養指導士の数を増やす、かかりつけ医で CKD診療

をできる医師の養成について、活動を行った。 

 

東北ブロック：腎臓専門医、腎臓病療養指導士は

着実に増加しているが、さらなる育成が必要であ

る。 

 

中国ブロック：岡山県での人材育成は確実に進ん

でいると考えられた。 

 

 

F. 健康危機情報 
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なし 

 

 

Ｇ．研究発表 

5． 論文発表 

1. 中川直樹．DKD 進行予防の観点からの他科連

携 , 多職種連携の必要性 . Progress in 

Medicine. 43(2):161-165, 2023. 

2. Abe M, Hatta T, Imamura Y, Sakurada T, 

Kaname S. Effectiveness and current 

status of multidisciplinary care for 

patients with chronic kidney disease in 

Japan: a nationwide multicenter cohort 

study. Clin Exp Nephrol. 2023 Mar 31. 

doi: 10.1007/s10157-023-02338-w. Online 

ahead of print. 

3. 要 伸也: 多職種協働によるキャリア支援. 

資格創設による看護職への期待. 臨床透析 38

巻 11号 Page1420-1425, 2022. 

4. 要 伸也: 人材育成の進捗と課題. 特集/腎疾

患対策検討会報告書の進捗と課題. 腎臓内科

16巻 6号, Page676-681, 2022. 

5. Sada KE, Kaname S, Higuchi T, Furuta S, 

Nagasaka K, Nanki T, Tsuboi N, Amano K, 

Dobashi H, Hiromura K, Bando M, Wada T, 

Arimura Y, Makino H, Harigai M. 

Validation of new ACR/EULAR 2022 

classification criteria for anti-

neutrophil cytoplasmic antibody-

associated vasculitis. 

Mod Rheumatol. 2023 Jan 27:road017. 

doi: 10.1093/mr/road017. Online ahead 

of print. 

6. Nagasaka K, Amano K, Dobashi H, 

Nagafuchi H, Sada KE, Komagata Y, 

Yamamura M, Kato M, Endo T, Nakaya I, 

Takeuchi T, Murakawa Y, Sugihara T, 

Saito M, Hayashi T, Furuta S, Tamura N, 

Karasawa K, Banno S, Endo S, Majima M, 

Kaname S, Arimura Y, Harigai M. Nation-

wide Cohort Study of Remission Induction 

Therapy using Rituximab in Japanese 

patients with ANCA-Associated 

Vasculitis: effectiveness and safety in 

the first six months. Mod Rheumatol. 

2022 Dec 8:roac150. doi: 

10.1093/mr/roac150. Online ahead of 

print. 

7. Miyawaki Y, Fujii T, Anan K, Kodera M, 

Kikuchi M, Sada KE, Nagasaka K, Bando M, 

Sugiyama H, Kaname S, Harigai M, Tamura 

N. Concordance between practice and 

published evidence in the management of 

ANCA-associated vasculitis in Japan: a 

cross-sectional web-questionnaire 

survey. Mod Rheumatol. 2022 Oct 

1:roac118. Online ahead of print. 

8. Ono K, Karube M, Kaname S. Dialysis 

Catheter Site-Related Tenderness and 

Erythema. Kidney360. 2022 Apr 

26;3(5):979-980. doi: 

10.34067/KID.0000592022. eCollection 

2022 May 26. 

9. Watanabe R, Oshima M, Nishioka N, Sada 

KE, Nagasaka K, Akiyama M, Ando T, 

Higuchi T, Inoue Y, Kida T, Mutoh T, 

Nakabayashi A, Onishi A, Sakai R, Waki 

D, Yamada Y, Yajima N, Tamura N, Kaname 

S, Harigai M. Systematic review and 

meta-analysis for 2023 clinical practice 

guidelines of the Japan research 

committee of the ministry of health, 

labour, and welfare for intractable 

vasculitis for the management of ANCA-

associated vasculitis. Mod Rheumatol. 

2022 Sep 16:roac114. Online ahead of 

print. 

10. Ono K, Ishibashi Y, Kaname S. Successful 
Kidney and Hematopoietic Stem Cell 

Transplantation for Malignant Lymphoma 

from Different Donors: A Case Report and 

Literature Review. Transplant Proc. 2022 

Jul-Aug;54(6):1589-1593. Epub 2022 Jul 

13. 

11. Harigai M, Kaname S, Tamura N, Dobashi 
H, Kubono S, Yoshida T. Efficacy and 

Safety of Avacopan in Japanese Patients 

with Antineutrophil Cytoplasmic 

Antibody-Associated Vasculitis: A 

Subanalysis of a Randomized Phase 3 

Study. Mod Rheumatol. 2022 Apr 

28:roac037. Online ahead of print. 

12. Arikawa S, Fukuoka K, Nakamoto K, 
Kunitomo R, Matsuno Y, Shimazaki T, 

Saraya T, Kawakami T, Kishimoto M, 

Komagata Y, Kurai D, Ishi H, Kaname S. 

Effectiveness of neutralizing antibody 

cocktail in hemodialysis patients: a 

case series of 20 patients treated with 

or without REGN-COV2. Clin Exp Nephrol. 

2022 May;26(5):476-485.  

13. Higashihara E, Nutahara K, Itoh M, 
Okegawa T, Tambo M, Yamaguchi T, 

Nakamura Y, Taguchi S, Kaname S, 

Yokoyama K, Yoshioka T, Fukuhara H. 

Long-Term Outcomes of Longitudinal 



別紙４ 

56 
 

Efficacy Study With Tolvaptan in ADPKD. 

Kidney Int Rep. 2021 Dec 8;7(2):270-281. 

doi: 10.1016/j.ekir.2021.11.034. 

eCollection 2022 Feb. 

14. Nagasaka K, Kaname S, Amano K, Kato M, 
Katsumata Y, Komagata Y, Sada KE, Tanaka 

E, Tamura N, Dobashi H, Nanki T, 

Harabuchi Y, Bando M, Homma S, Wada T, 

Harigai M. Nation-wide survey of the 

treatment trend of microscopic 

polyangiitis and granulomatosis with 

polyangiitis in Japan using the Japanese 

Ministry of Health, Labour and Welfare 

Database. Mod Rheumatol. 2022 Aug 

20;32(5):915-922.  

 

２．学会発表 
1. 伊藤孝史、柏原直樹：慢性腎臓病（CKD）対策
における地域連携・多職種連携．日本内科学会総
会 教育講演、2022年4月17日 京都 
2. 伊藤孝史：慢性腎臓病（CKD）対策における地
域医療連携体制の現状と課題．第52回日本腎臓学
会西部学術大会 教育講演、2022年11月18日熊本 
3. 2022.6 第 65回 日本腎臓学会学術総会（神戸）

ワークショップ 13：新たなサポーター支援に向け

た取り組み「新たなるステージへ向けたサポータ

ー制度」 

4. 2022.11 第 52回 日本腎臓学会西部学術大会

（熊本） ワークショップ 5：腎臓病療養指導士

に知ってもらいたい最新情報「イントロダクショ

ン」 

5. 要 伸也： CKDにおけるチーム医療と腎臓病

療養指導士～難治性腎疾患における役割を含め

て～.ランチョンセミナー, 第 65回日本腎臓学会

学術総会, 神戸市, 2022年 6月 12日. 

6. 要 伸也：日本腎代替療法医療専門職推進協会

への期待.日本腎臓学会との連携と今後への

期待～腎臓病療養指導士との連携を中心に～.

学会・委員会企画 18, 第 67 回日本透析医学

会, 横浜,2022年 7月 3日. 

7. 要 伸也：CKD看護における腎臓病療養指導士

の役割－看看連携を含めて－共同企画 2：日

本腎臓病協会「CKD看護における腎臓病療養士

の役割～看看連携～」. 第 25回日本腎不全看

護学会, 名古屋,2022年 10 月 15 日. 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R4年度 分担研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究 

 

研究開発 

 

研究分担者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

若杉三奈子 新潟大学 特任准教授 

要 伸也 杏林大学 教授 

伊藤孝史 島根大学附属病院 准教授 

中川直樹 旭川医科大学 准教授 

西尾妙織 北海道大学病院 講師 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

山縣邦弘 筑波大学 教授 

南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 

今澤俊之 独立行政法人国立病院機構（千葉東病院臨床研究部）腎センター長 

成田一衛 新潟大学 教授 

丸山彰一 名古屋大学 教授 

猪阪善隆 大阪大学 教授 

和田 淳 岡山大学 教授 

内田治仁 岡山大学 教授 

寺田典生 高知大学 教授 

向山政志 熊本大学 教授 

桒原孝成 熊本大学 准教授 

深水 圭 久留米大学 教授 

 

研究要旨  

国際比較：本邦における診療と海外における診療の相違が見いだされ、日本の事情に合わせ最適化し

たものであるか、国際基準から外れており今後修正が必要なものかを評価する必要がある。 

CKD 対策支援データベース構築：研究班ホームページに CKD診療や CKD対策の立案に資するＣＫＤ対

策支援データベースを構築し、各エリアの a）普及・啓発の取り組み(visual abstract)、b）診療連

携体制構築の取り組み(visual abstract)、c）腎臓専門医と腎臓病療養指導士数の推移、d）新規透

析導入患者数（人口当たり・年齢調整）の性別・世代別年次推移のデータを収納した。さらに、透

析導入率に関連する要因についても解析を行い、論文として公表された。 

CKD 患者数推定：「慢性腎臓病（CKD）を早期に発見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継

続することにより、CKD重症化予防を徹底するために、わが国における CKD患者数を把握し、CKD患

者数に影響を与える因子を解明することは CKD対策としても重要である。2005 年に 11都道府県の健

診データ等を参考にわが国の CKD 患者は 1330 万人と推定されている。しかし、本調査は全都道府県

からのデータを抽出したものではなく、またデータベースにも偏りがある。そこで、全都道府県か

らのデータを抽出するとともに、CKD患者数に影響を与える因子を解明することとした。 

標準治療の有効性の評価：ＣＫＤ診療ガイドライン 2018 に取り上げられた推奨の内、Ｊ－ＣＫＤ－

ＤＢによって遵守状態および CKD 進展について解析が行える８つの標準治療について、遵守率と CKD

進展アウトカムに関する検討に着手した。 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行研究である「慢性腎臓病

(CKD)に対する全国での普及啓発の推進、地域に

おける診療連携体制構築を介した医療への貢献

（令和元年～3年）」を引き継ぎ、腎疾患政策研

究班（研究代表：柏原直樹）と日本腎臓学会、

そして特に日本腎臓病協会 CKD対策部会の日本

全国 47都道府県を網羅するネットワークと連携

し、腎疾患対策検討会報告書に基づいた CKD対

策の社会実装を推進する。具体的には各都道府
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県における CKD対策を経年的にプロセス・アウ

トカム評価し、改善点を検討して PDCAサイクル

を回し、また CKD診療連携体制の好事例（定点

観測地域など）を積極的に横展開することで、

全国レベルでの CKD対策を推進することを目的

とする。これにより CKD重症化を予防して新規

透析導入患者数を減少させ、さらに CKD患者

（透析患者及び腎移植患者を含む）の QOLの維

持向上を図る。 

特に研究開発の柱では、 

CKD対策支援のために、CKD患者数の概算（1,329万

人）の見直しを行う。また各エリアの取り組み（腎

臓専門医や連携協力医、腎臓病療養指導士の所在）

や成果（新規透析導入患者数）の年次推移をデー

タベースとして年度ごとに公開する。またAMED研

究班と連携し、J-CKD-DBを用いて、相加・相乗作

用のある標準治療の組み合わせを創出する。 

 

 

Ｂ．研究方法 

１）国際比較：海外諸国における腎臓病の研究お

よび臨床に関する情報収集を行い、本邦との比較

を行う。 

 

２）CKD対策支援データベース構築：CKD対策支援

のために、日本透析医学会が公表している統計調

査データならびに政府統計を用いて、①都道府県

別に男女別・年齢階級別・透析導入率の年次推移

を明らかにし、②都道府県別・透析導入率に影響

する要因についても解析を行った。さらに、③原

疾患別に透析導入率の経年変化を明らかにし、④

透析導入率に対する出生年の影響についても解

析を行った。 

 

３）CKD 患者数の実態調査 

わが国の CKD 有病者数を調査する方法として、

特定健診データ、各地のコホート研究、NDB デー

タなど、どのデータを用いるのが適切か検討した。 

CKD 有病割合の推定について、集団の特性によ

って推定値が影響を受けるため、就労世代の健保

データ、高齢世代を中心とした自治体国保データ

の両者の分析を行う。また、健診受診者、医療機

関受診者の結果を一般集団に外挿する際にはサ

ンプリングバイアスの影響を考慮する必要があ

るため健診受診（医療機関受診）確率を推定し、

受診確率によって重みづけした CKD有病割合推定

を行う。 

 

４）CKD 患者数に影響を与える因子の解明 

わが国の CKD患者数は、高齢化や糖尿病など生

活習慣病の影響で増加していることが予想され

る。しかしながら、それらの要因の影響は地域に

よって差があることが予想される。わが国の CKD

対策の均霑化のためにも、CKD 患者数に影響を与

える因子を解明することは重要である。そこで、

大阪府内での生活習慣病罹患率と CKD罹患率の関

連を検討することとした。また、上記の CKD患者

数の実態調査において、CKD 患者数に影響を与え

る因子を解明する方法についても検討した。 

個人レベルでの CKDリスク因子に関する検討も

行う。健診で取得される古典的なリスク因子に加

えて社会経済因子等の検討も行う。 

 

５）AMED 研究班と連携し、J-CKD-DBを用いて、相

加・相乗作用のある標準治療の組み合わせを創出

する。 

 

（倫理面への配慮） 

本解析は、個人情報を含まない公表されている

集計数字を用いた解析であり、人を対象とする生

命科学・医学系研究に関する倫理指針（文部科学

省・厚生労働省・経済産業省、令和 3 年 3 月 23

日、令和 4 年 3 月 10 日一部改正、令和 5 年 3 月

27日一部改正）の適用外である。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１）国際比較：本邦における診療と海外における

診療の相違が見いだされた。 

 

２）CKD対策支援データベース構築： 

①都道府県別に男女別・年齢階級別・透析導入率

の 2006 年から 2020 年までの年次推移を計算し、

その結果は当研究班のホームページ上に公開さ

れた。都道府県により、透析導入率は異なってい

た。 

②年齢を調整した標準化透析導入率は、全国平均

を 100%とすると男性は 72%から 124%、女性は 69%

から 141%と、都道府県により大きく異なっていた。

この都道府県により異なる標準化透析導入率は、

男女とも特定健診受診者における肥満・過体重

（Body mass index (BMI）が 25以上)の割合と有

意な関連を示し、女性では尿蛋白陽性割合とも有

意な関連を示していた。このモデルの決定係数は

男性 26%、女性 28%であった。 

③2006 年から 2020 年までの透析導入率を、その

原因となった疾患別に検討したところ、年齢調整

透析導入率は、慢性糸球体腎炎、及び、糖尿病性

腎症では低下していた。一方、腎硬化症は増加し

ていた。男性では、全年齢階級（20-39歳、40-59

歳、60-74 歳、75-84 歳、85 歳以上）で腎硬化症

による透析導入率は増加していた。 

④年齢・時代・世代の影響に分けて評価する Age-

Period-Cohort 分析で、生まれた年（世代）と透

析導入率の関連を検討したところ、男女とも透析

導入率は世代により異なり、加齢や時代の影響と
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は別に、透析導入率は男性 1940-60年代頃、女性

1930-40 年代頃生まれでピークとなった。透析導

入率が最も高かったのは、男性 1967-71年、女性

1937-41 年生まれであった。 

 
 

 
 

 
 

 
 

３）CKD 患者数の実態調査 

2005 年の CKD 患者数の調査では特定健診デー

タ、各地のコホート研究データが用いられている。

本調査においても、上記データを用いて、年次的

な推移などを調査することも検討したが、地域に

偏りがあることや、会社の健診データを使用する

ことは個人情報保護の観点から利用が難しいこ

ともあり、NDB データを用いた解析を行うことと

した。NDB データを用いた解析では全患者データ

による解析と部分抽出データによる解析を並行

して行うこととした。 

 全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国

保データでの CKD有病割合推定アルゴリズムを設

計した。 

 

４）CKD患者数に影響を与える因子の解明 

上記の NDBデータを用いた解析では糖尿病や高

血圧など生活習慣病に関連するデータも抽出し、

CKD 患者数に影響を与える因子を解明することと

した。 

また、大阪府において、 

 
糖尿病、高血圧、脂質異常症、腎不全の入院外医

療費、脳血管疾患、心疾患の入院医療費、および

平均寿命の調査を行ったところ、図のように地域

の差が認められた。 

 

５）標準治療の遵守率と CKD進展抑制効果 

本年度は J-CKD-DBにて解析可能な、以下の８

つの標準治療指標について、遵守率と以下の CKD

進展アウトカムとの関連性についての検討を開

始した。 

治療指標： 

1)高カリウム血症の管理 

群分け方法：カリウム値 5.4以下、5.4＜の 2群 

2)アシドーシスの管理 

群分け方法：血清 Na－血清 Cl＝36＞、36 以上の

2群 

3)RAS阻害薬投与の有無 

群分け方法：RAS 阻害薬投与有り、投与無しの 2

群 

4)Caの管理 

群分け方法：Ca目標値(施設正常値)達成、未達成

の 2群 

5)Piの管理 

群分け方法： Pの目標値(施設正常値)達成、未達

成の 2群 

6)高尿酸血症の管理 

群分け方法：尿酸値＝7.0＞、7.0以上の 2群 

7)コレステロールの管理 
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群分け方法：LDL値＝120＞、120以上の 2群 

8)貧血の管理 

群分け方法：貧血群（ヘモグロビン値 11以下）と

正常群（ヘモグロビン値>11）の 2群 

 

CKD 進展アウトカム指標： 

1)eGFR<15ml/min/1.73m2新規発生 

2)30％以上 eGFR 低下 

 

 

Ｄ．考察 

国際比較：本邦において行われている診療が、

日本の事情に合わせ最適化したものであるか、

国際基準から外れており今後修正が必要なもの

かを評価する必要がある。 

 

CKD 対策支援データベース構築：本研究から、①

都道府県により、透析導入率は異なること、②そ

の要因として、肥満・過体重と尿蛋白陽性の関与

が示唆された。特定健診を活用し、肥満・過体重

の予防や介入、あるいは尿蛋白陽性者の検出等を

行うことで、都道府県により異なる透析導入率の

差を小さくできる可能性がある。 

そして、③透析導入の原疾患のうち、腎硬化症

が年齢を調整しても増加していたことは、その増

加は人口高齢化だけではないということを示し

ている。特に男性では、全年齢階級（20-39 歳、

40-59歳、60-74歳、75-84 歳、85歳以上）で腎硬

化症による透析導入率が増加しており、その対策

が急務である。 

さらに、④男性 1940-60 年代頃、女性 1930-40

年代頃生まれは、年齢や時代の影響とは別に、透

析導入率が高いことが明らかになった。特に、特

に男性では 1967-71年生まれで最も高い透析導入

率を示したことは、注目すべき所見である。なぜ

これらの世代で透析導入率が高いのか、その理由

は明らかではないが、1967-71 年生まれは 52-56

歳（2023年時点）に相当し、働き盛りの年代であ

ることから、積極的な腎臓検診の受診勧奨が必要

と思われた。 

 

CKD 患者数推定：NDB データを用いた CKD 患者数

の実態調査を行うことにより、正確な CKD 患者数

が把握できるとともに、CKD 患者数に影響を与え

る生活習慣病などの因子が解明できると考えら

れる。 

 

 

Ｅ．結論 

国際比較：今後、日本の診療を、国際標準と照ら

し合わせ、きちんと評価していく必要がある。 

 

CKD 対策支援データベース構築：新規透析導入患

者数は腎疾患対策検討会報告書で設定された全

体目標として 10％減（＜35000人/年）が求められ

ている。日本全体での増加率は漸減し、2020年度

は 3.5％の微増であった。女性では全世代で、男

性でも 75 歳未満の世代では減少～横這いが達成

されている一方、75歳以上の男性では増加となっ

ていた。都道府県間の格差が認められ、格差の大

きなエリア間の比較を通して問題点・改善ポイン

トを明らかにする必要がある。 

都道府県により透析導入率は異なるが、特定健

診を活用し、肥満・過体重や尿蛋白陽性といった

関連する要因に対応することで、その差を小さく

できる可能性がある。さらに、腎硬化症への対策

や、透析導入率の高い世代に対する積極的な腎臓

検診の受診勧奨等を行うことで、透析導入患者数

減少へ繋がることが期待される。 

 

CKD患者数推定：CKD患者の早期発見、早期治療お

よび重症化対策のためには、CKD の実態調査およ

び影響を与える因子の解明が重要である。 
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令和5年 4月 20日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                              機関名 埼玉医科大学 

 
                      所属研究機関長  職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  別所 正美       

 
   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業）                             

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病(CKD)対策の推進に資する研究                 

３．研究者名  （所属部局・職名）  医学部・教授                          

        （氏名・フリガナ）  岡田 浩一・オカダ ヒロカズ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年３月３１日 
 

厚生労働大臣  殿                                                                               
                                  
                              機関名 川崎医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  福永 仁夫       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                       

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 柏原 直樹・カシハラ ナオキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 5年 3月 29日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人島根大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  服部 泰直       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                              

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病（CKD）対策の推進に資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部附属病院・准教授                               

    （氏名・フリガナ）  伊藤 孝史・イトウ タカフミ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年２月１３日 
 
                                        
国立保健医療科学院長 殿 

 
                              機関名 旭川医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 西川 祐司         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部・准教授                                

    （氏名・フリガナ）   中川 直樹・ナカガワ ナオキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □  ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □  ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □  ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：□             ） 
 □  ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



2023年   4月  23日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                          
                              機関名 北海道大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名 寳金 清博      
 

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                               

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）  リウマチ・腎臓内科・講師                                 

    （氏名・フリガナ）  西尾 妙織・ニシオ サオリ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 ■（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 5 年 4 月 21 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）   
                              機関名 岩手医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 祖父江 憲治        
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部内科学講座腎・高血圧内科分野 ・ 教授                                 

    （氏名・フリガナ） 旭 浩一 ・ アサヒ コウイチ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年４月１１日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                          
                              機関名 国立大学法人筑波大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 永田 恭介         
 

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                               

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学医療系・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 山縣 邦弘・ヤマガタ クニヒロ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年５月１１日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                          
                              機関名 国立大学法人東京大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 藤井 輝夫      
 

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                               

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部附属病院・教授                                

    （氏名・フリガナ） 南学 正臣・ナンガク マサオミ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和５年 ４月２１日
厚生労働大臣 殿                                       
                                                                        
                             機関名 独立行政法人国立病院機構

千 葉 東 病 院

                     所属研究機関長 職 名 病 院 長
                                                                                     
                            氏 名 西 村 元 伸

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                             

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究    

３．研究者名    （所属部署・職名） 診療部 統括診療部長                                           

   （氏名・フリガナ） 今 澤 俊 之   イマサワ トシユキ                      

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

□ ☑ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ☑ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ☑ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 ☑（無の場合はその理由：COI に関わる活動が含まれなかったため）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。





2023年 ３月３１日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                          
                              機関名 国立大学法人 新潟大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 牛木 辰男         
 

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                               

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名） 新潟大学大学院 医歯学総合研究科 特任准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 若杉 三奈子  （ワカスギ ミナコ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和５年１月１１日 
厚生労働大臣 殿                                        

                                                                                             
                  
                              機関名 国立大学法人大阪大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 大学院医学系研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  熊ノ郷 淳      

 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名    腎疾患政策研究事業                              

２．研究課題名    腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名）  大学院医学系研究科・教授                    

    （氏名・フリガナ）  猪阪 善隆・イサカ ヨシタカ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 大阪大学医学部附属病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年 ２月１３日 
 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史   
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 岡山大学学術研究院医歯薬学域・教授                                

    （氏名・フリガナ） 和田 淳・ワダ ジュン                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年 ２月１３日 
 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史   
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 岡山大学学術研究院医歯薬学域・教授                                

    （氏名・フリガナ） 内田 治仁・ウチダ ハルヒト                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



R5年  4月 10日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                          
                              機関名 高知大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 櫻井 克年        
 

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                               

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     
３．研究者名  （所属部署・職名） 高知大学・教育研究医療学系臨床医学部門・教授 

    （氏名・フリガナ） 寺田 典生 （テラダ ヨシオ）                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
□■   □ ■ 高知大学  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■□無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■□無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■□無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □無 ■□（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 5 年 4 月 13 日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                          
                              機関名 熊本大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 小川 久雄           
 

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                               

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院生命科学研究部・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 向山 政志 （ムコウヤマ マサシ）                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年４月７日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                          
                              機関名 久留米大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 内村 直尚        
 

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                               

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部内科学講座腎臓内科部門・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 深水 圭（フカミ ケイ）                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 5 年 4 月 13 日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                          
                              機関名 熊本大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 小川 久雄           
 

   次の職員の令和４年度 厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                               

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)対策の推進に資する研究     

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院生命科学研究部・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 桒原 孝成 （クワバラ タカシゲ）                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 






